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１．序 章 

 

 

 

 

 

 日本では, 毎年, 多く自然災害が発生している. 2000年代以降には, 東日本

大震災（2011年）をはじめとして, 熊本地震（2016年）, 平成 30年 7月豪雨

(2018年), 大阪北部地震(2018年), 北海道胆振東部地震(2018年)などが起こっ

た. 特に, 2011 年 3月 11日,三陸沖を震源とした東日本大震災は甚大な津波被

害を引き起こし, 19,000人以上の死者を記録する大災害となった１. また, 南

海トラフでは南海トラフ地震の発生が想定されており, 中央防災会議（内閣

府）によると, 南海トラフ大地震による死者は最大で約 323,000人で, その内

の約 230,000人は津波が原因で死亡すると想定されている. 

 東日本大震災のような強いショックは人々の生活環境や居住環境だけでなく, 

その経済行動をも変化させる可能性があると考えられる. また, 近い将来予見

されている津波被害に備えて, 人々がこれまでの行動を変えることも考えられ

る. そこで, 本論文では東日本大震災が人々の経済行動へ与えた影響に着目し

た. 

 本論文の構成は以下の通りである. 第 2章で子供を持つかどうかの意思決定

に着目した. 第 3章で人々の土地選好の変化に着目した. 

 第 2章では, 子供を持つかどうかの意思決定への影響を市区町村別の粗出生

率データを使って実証的に分析した. 東日本大震災の被害による資産や所得の

損失, 精神的ストレスなどが子供を持つインセンティブを下げると考えた. そ

の結果, 強い揺れを計測した地域ではそうでない地域と比較して, 震災後に粗

出生率が減少したこと, そして, この減少効果は少なくとも 2011~2013 年まで

続いたことが分かった. これは, 東日本の広い範囲で計測された地震が, 東北

三陸沖だけではなく東日本の多くの地域で粗出生率を継続して減少させたこと

を示している. 強い揺れを計測した地域では, 津波被害地域のように壊滅的な

被害は受けていないが, 長引く余震による精神的なストレスや, 家屋の倒壊や

非常用品の購入, 住宅の修繕費で所得が減少したことなどが出生行動を抑制し

たと考えられる. 

                                                   
１ 内閣府『日本の災害対策』 
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 次に, 第 3 章では東日本震災後における人々の土地選好の変化を, 地価デー

タを用いて実証的に分析した. 2000年代以降のウォーターフロントエリアの開

発ブームによって, 標高の低く,海から近い土地は, その利便性から工業地・商

業地としてだけでなく住宅地としても人気なエリアである. 本章の目的は,この

ような標高の低く, 海から近い土地に対する人々の選好が, 東日本大震災の津

波経験後に変化したかどうかを明らかにすることである. そのような土地選好

の変化を明らかにするために, 本章では南海トラフ大地震の津波被害が予想さ

れる東南海地域に着目した. その結果,標高の低い土地（特に標高 5~10m）と

海岸線からの距離が近い土地で, 津波経験後に地価が下落した. 一方で, 比較

的標高の高い土地では, 津波経験後に地価が上昇した. この結果は,東日本大震

災の津波経験後に, 人々が標高の低い土地から高い土地へと選好を変化させた

ことを示唆している. 
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2. 東日本大震災が粗出生率に与えた影響に関する実証分析 

 

 

 

 

 

2.1 はじめに 

 

本研究は, 自然災害が粗出生率に与えた影響を定量的に測った研究である. 具体的

には, 東日本大震災が被災地の粗出生率に与えた影響を, 全国の市区町村データを使

って推定した. 2011 年 3 月に東北三陸沖を震源とした東日本大震災は, 規模 M9.0, 

最大震度 7 と過去最大級の強い地震であり, 津波の高さは最大で 9ｍ以上であった２.

その被害は東北三陸沖を中心に, 過去最大の死者・行方不明者を記録した（死者 19, 

689 名・行方不明者 2,563 名）３. 

このような強いショックは人々の生活環境や居住環境だけでなく, その経済行動を

も変化させる可能性があると考えられる. その一つとして, 本研究では, 子供を持つ

かどうかの意思決定に注目した. 具体的には, 東日本大震災が起こったことで, 被災

地とそうでない地域との間で, 人々の出生行動に違いが生じたのか否かを, Differen-

ce-In-Difference 推定法（DID 推定法）を用いて分析した. さらに, 震災後の年ごと

に年ダミーと被災地ダミーの交差項を入れることで, 震災後における粗出生率の一年

毎の限界的な変化を捉えた. なお, 本研究では, 被害の大きさは津波による浸水被害

の割合と最大計測震度を指標として用いた. 

 推定の結果, 津波による浸水被害地域ではその他被害のなかった地域と比べて, 震

災後に粗出生率がおよそ 1.8 減少したことが示された. また, 2012 年~2015 年でも係

数値は負の値を示していたが, その統計的有意性は示されなかった. 

次に, 浸水被害地域の周辺では, 浸水地域からの避難が多かったことが浸水被害地

域, 及び浸水被害地域の周辺地域の粗出生率に影響を与えていると考え, この影響を

抽出するために, 浸水被害地域の周辺地域を第二の処置群（被害地域）として, 浸水

被害地域とは分けて推定を行った. その結果, 浸水被害地域では 2011 年においての

み統計的有意に粗出生率が減少し, その周辺地域では 2011 年と 2012 年に粗出生率

                                                   
２消防庁災害対策本部 『平成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について（第 157 

報）』 

 
３消防庁災害対策本部 『平成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について（第 157 

報）』（平成 30年 3月 5日現在） 
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が減少したことが明らかとなった. このことから, 浸水被害地域では周辺地域の間接

的影響をコントロールしても, 統計的有意に粗出生率が減少したと考えられる. 

さらにその周辺地域を, 比較的強い揺れが計測された（震度 5 以上が計測され

た）地域と比較的弱い揺れが計測された（震度 4 以下が計測された）地域とに分け

て推定を行った. すると, 強い揺れが計測された浸水被害の周辺地域では 2011~201 

2 年に粗出生率が減少したが, 比較的弱い揺れが計測された周辺地域では統計的有意

な影響が見られなかった. このことから, 浸水被害の影響よりも, 強い揺れを体感し

たことが粗出生率を大きく押し下げている要因になっていると考えられる. 

そこで, 次は日本全体で見たときに, 強い揺れを計測した地域とそうでない地域を

比較して, 強い揺れを計測した地域で粗出生率がどれくらい減少したかを調べた. そ

の結果, 強い揺れを計測した地域ではそうでない地域と比較して, 震災後に粗出生率

が減少したこと, そして, この減少効果は少なくとも 2011~2013 年まで続いたこと

が分かった. これは, 東日本の広い範囲で計測された地震が, 東北三陸沖だけではな

く東日本の多くの地域で粗出生率を継続して減少させたことを示している. 強い揺れ

を計測した地域では, 津波被害地域のように壊滅的な被害は受けていないが, 長引く

余震による精神的なストレスや, 家屋の倒壊や非常用品の購入, 住宅の修繕費で所得

が減少したことなどが出生行動を抑制したと考えられる４. また, 長引く余震を計測

した東日本の地域や原発被害地域周辺では, 子供を安全に育てる費用が平常時よりも

高くなるため, 出生行動は抑制されることも考えられる. いずれにしろ, 東日本大震

災が人々に与えた心理的・身体的ストレスや資産・所得を失ったことなどから, 大き

な震度を計測した被害地域の粗出生率が減少したことが明らかとなった. また, 人口

移動が粗出生率に与える影響についても分析を行った. その結果, 震災による避難等

を含めた人口移動は本研究の結果に大きな影響は与えないことが分かった.  

よく知られているように, 日本は低出生率に苦しんでおり, その原因については

様々なものが考えられているが, 自然災害も出生率に影響を与えることが多くの先

行研究によって示されている（Atella and Rosati(2000),  Davis (2017),  Finlay(2-

009),  Nobles et al(2015),  Pörtner(2006),  Guarcello et al (2010),  Cohan and 

Cole(2002),  Evans et al.(2010)）. 日本は自然災害が多い国であるにも関わらず, 

日本において自然災害が出生率に与える影響について, 検証した論文は少ない.  

 本研究では, 最近の日本を襲った最大級の災害である東日本大震災を題材に, 自

然災害が粗出生率に与える影響について検証する. 自然災害が出生行動に与える影

響を明確にすることで, 防災に関する支出が出生行動にも影響を与えることが示唆

される. つまり, 防災支出には外部性が伴うことがわかるのである. 本研究の結果

                                                   
４補論にて, 政府機関発表の統計資料を使った被災者の就業環境について紹介している. 
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は, 防災支出がこのような外部性も考慮に入れた上で, 家計もしくは各地方自治体

において決定されるべきであることを示している.  

本章の構成は以下のとおりである. まず, 次節で先行研究について述べる. 2.3 節で

は, 東日本大震災の被害について述べる. 2.4 節では本研究で用いたデータを, 2.5 節

では推定モデルについてそれぞれ説明する. 次に 2.6 節では推定結果について, 2.7

節では被災地からの人口移動に関して説明をする. 2.8 節では DID 推定法を使った計

量的な問題について説明をし, 頑健性を確かめる. 最後に 2.9 節は結論とする.  

 

2.2 先行研究 

 

 自然災害が出生行動に与えた影響に関しては, いくつかの実証研究が存在する. 

Atella and Rosati(2000),  Davis (2017),  Finlay(2009),  Nobles et al(2015),  Pö- 

rtner(2006),  Guarcello et al (2010) 等の研究は, 自然災害が出生率を上昇させたこ

とを示しており, 本研究とは対照的な結果を得ている. これらの研究は発展途上国を

対象としており, そうした国では, 自然災害による死亡率が大人よりも子供のほうが

高かったため, 子供を亡くした親が新たに子供を持とうとする, いわゆる replacem-

ent 効果が働いたと考えられる. 東日本大震災では厚生労働省の発表した 18,877 人

の死亡者のうち, 12,006 人（63.6%）は 60 歳以上の高齢者であった５. 一方で 20 歳

未満の死亡者は 1,021 人（5.4%）と少ない. したがって, 日本ではこうした replace-

ment 効果は小さく,災害による所得の減少と将来所得の不確実性の増加などの経済

的な要因が主に粗出生率を引き下げたと考えられる.  

Cohan and Cole(2002)はアメリカのハリケーン被害が粗出生率を上昇させたこと

を示しており, その要因として, 災害を受けることによって人々が社会的なつながり

の重要性を再認識し, それが粗出生率の上昇をもたらしたことを挙げている. Evans 

et al.(2010）は, ハリケーンの警報の度合いによって出生行動への影響が異なること

を示した. 警報レベルの高い地域では避難準備に時間とお金を使うため, 子供を作る

機会費用の増加と所得の減少が出生行動を抑制する. その一方で警報レベルが低い地

域では避難準備で所得や時間を必要とするが, 夫婦の自宅での滞在時間が増加するこ

とで子供を作る機会費用が減少し, 出生行動を促す効果があると述べた. また, Seltz-

er and Noble（2017）はハリケーン被害を受けた地域では, 黒人の出生数が大幅に

減少し, 白人の出生数が増加したことを示した. これは, ハリケーン被害が低所得階

                                                   
５ 厚生労働省『人口動態統計からみた東日本大震災による死亡の状況について』（平成23年人口動態統計（確

定数）の概況 参考１） 
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層に属する黒人に集中した結果, 黒人の人口構成比が低下し, 白人が増加したことに

よるものである.  

医学疫学方面の研究ではストレスと出生についての分析がなされている. Mulder 

et al.(2002),  Torche(2011)は被災によるストレスが低体重出生や早産などの不完全

な出生を増加させるとした. さらに, Tong et al.(2011)は被災によるストレスが出生

率を押し下げ, また早産や流産を引き起こすと述べた. このような心理的要因は, す

でに妊娠している女性にネガティブな影響を与え, 医療施設が十分に機能していなか

った場合には新生児を死亡させる可能性すらあると考えられる. また, Neugebauer 

et al.(1996)は身内の死や犯罪の被害を受けることで感じた強いストレスが流産の発

生確率を上昇させると述べた.  

東日本大震災によって強い精神的ストレスを受けた際にも, 同じように流産が起き

やすくなる可能性がある. 実際にストレスによる流産の発生は, 本来生まれてくるは

ずだった生命が失われることを意味し, 出生数が当初よりも減少する. これらは夫婦

にとってはもちろん, 被災地にとっても将来の若年人口を減少させてしまう大きな損

失である.  

このように, 災害が夫婦の出生行動に及ぼす可能性は多岐にわたり, それらが細か

い要因分析を困難にしている. 実際, 上に述べた先行研究によると, 災害は子育ての

金銭的費用や機会費用を変化させ, Becker (1965)の示したメカニズムを通じて出生

行動を左右するだけでなく, 人と人との繋がりや温もりを求める気持ちやストレスを

引き起こすことでも出生行動に影響を及ぼす. こうした要因を個別にすべて明らかに

することは事実上不可能であるため, 本研究では, 全体として, 東日本大震災が出生

行動を妨げたのか, それとも, 促したのかを検証する.  

 

2.3 東日本大震災の被害状況 

 

 2011 年 3 月, M9.0 を計測した東日本大震災は, 津波や原子力発電所の事故を引き

起こし, 過去に例を見ない大規模な被害をもたらした. 図 2.1 では津波と地震の被害

規模を示した. ここで使用したデータは市区町村別に集計された『津波による浸水被

害を受けた世帯割合』と『計測された最大震度』である. それぞれ総務省『国勢調

査』の人口速報集計結果と, 気象庁『地震・火山月報（防災編）』にて公表されてい

る.  

 まず図 2.1-a では『津波による浸水被害を受けた世帯割合(%)』を, その被害の大

きさ別に表した６. 例えば, 大きく被害を受けた岩手県・宮城県・福島県では比較的  

                                                   
６ このデータでは, 浸水している世帯の割合を衛星写真で見たときに浸水が確認できる土地面積の割合で浸水

被害を計測・判別している. 
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図 2.1 東日本大震災による被害規模マップ（左: 図 2.1-a,右: 図 2.1-b） 

注：（図 2.1-a）総務省『国勢調査』の人口速報集計結果より, 2011 年の東日本大震災において, 津波による浸水被害があった地域を図に示した. この図では, ある市区町村において津波による浸水被害を受けた世帯割合が多い地域ほど濃

い色で示している. （図 2.1-b）気象庁発表の『地震・火山月報（防災編）』より, 2011 年の東日本大震災で計測された最大震度を市区町村別に図示した. 震度 3 以下（計測震度 3.5 度未満）は色の塗られていない地域で, 次に色の薄い順

に, 震度 4（同 3.5~4.49 度）, 震度 5（同 4.5 度~5.49 度）, 震度 6 以上（同 5.5 度以上）を表す.  

 

 

（計測最大震度（度）） 
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濃い色を使うことで, 浸水（津波）被害が大きかったことを示した. また, 浸水した

65 の市区町村のうち, 浸水した世帯割合が 50％を超える地域は 11 地域（被害地域

の 17%）であった.  

次に, 図 2.1-b では計測した最大震度を表している. 震度 3 以下（計測震度 3.4 度

以下）は色の塗られていない地域に該当する. 次に, 震度 3 より大きい地震を計測し

た市区町村を, 震度 4（同 3.5~4.4 度）, 震度 5（同 4.5~5.4 度）, 震度 6（同 5.5~6. 

4 度）と, 計測震度が大きいほど濃い色で示した７. 図から分かるように, 震度 4 以

上の強い地震は東日本の 685 市区町村で計測されており, 日本全体の市区町村の 37 

%にあたる. 仮に, 震度 4 以上を計測した市区町村で震災によって粗出生率が変化し

た場合, 日本の 37%の市区町村で粗出生率が変化したことになり, 日本全体の粗出生

率へ大きな影響を与えたと言える.  

また, 東日本大震災の影響は長期間続いている. 例えば, 余震は東日本を中心に

2015 年まで継続して発生しており, M5. 0 以上の余震に限定しても計 900 回近く計

測されている（気象庁発表 2015 年 1 月現在まで）８. さらに, 放射能汚染による被

害も数年間続いている. したがって, 本研究では 2011 年から 2015 年までの数年間

における, 粗出生率に対する影響を分析した.  

本研究では地震後に被害地域とそうでない地域を比較して, 粗出生率が統計的有意

に変化したかどうかを推定する. そのため, 被害地域とそうでない地域を明確に区分

する尺度が必要になる. ここでは『津波による浸水被害を受けた世帯割合』と『計測

された最大震度』を被害の尺度として用いた. つまり, 津波に襲われた地域や, 大き

な地震が計測された地域を, 被害地域とみなして分析を行った.  

 

2.4 データ 

 

本研究で使用するデータの記述統計を表 2.1 に示した. まず, 被説明変数で用いる

粗出生率は, 出産可能年齢（15~49 歳）の女性 1,000 人当たりの出生数を意味して

おり, (2-1)式にその計算式を示した. 分子にあたる出生数は, 厚生労働省『人口動

態調査』から取得した. 本調査は 1 月 1 日から 12 月 31 日までの一年間に出生した

日本人のすべてを対象としており, 翌年の 1 月 14 日までに市区町村長に届けられた

件数が集計されている. 分母にあたる 15~49 歳の女性人口は, 総務省『住民基本台

帳人口に基づく人口, 人口動態及び世帯数調査』によって 5 歳階級ごとに市区町村

                                                   
７ 震度計が記録した震度と報道などで使用される震度は表記が違うことに注意されたい.震度 6 は震度計で震

度 5.5~6.5 度が計測されたことを簡易表記している.また,震度 6 弱は 5.5 以上 6.0 未満を震度 6 強は 6.0 以上

6.5 未満を簡略表示している. 

 
８ M5.0 を超える余震は体感できる揺れとそうでない揺れの 2 つに分かれる.M5.0 以上であり震度 5 弱以上を計

測した余震（東日本大震災関連）は,2015 年 5 月までに 68 回計測されている. 
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別で集計されている. 具体的には, 日本国民で国内の市区町村に住所を定めている者

として, 当該市区町村の住民基本台帳に記載されている者の数である. また, この調

査時期は 2013 年よりも以前には 3 月 31 日（暦年）であったが, 2014 年以降には 12

月 31 日（年度）に変わった９.  

粗出生率 =
出生数(1 月 1 日~12 月 31 日)

15~49 歳の女性人口
× 1,000  (2 − 1) 

 

次に, 粗出生率の時系列推移を確認する（図 2.2）. 図 2.2 の左図に浸水被害のあ

った地域となかった地域の比較を, 右図に震度 4 以上の地域と震度 3 以下の地域と

の比較を表した. 左の図では 2011 年に粗出生率がおよそ 1.5 ポイント減少している. 

これは, 2011 年の被災時に妊娠中だった女性が浸水被害を受けた地域から移動した

のちに出産をしたことにより, その地域の出生数が減少した効果である. 2011 年 3

月に発生した地震による出生行動への影響は, 10 ヶ月の妊娠期間を考慮すると, 2012

年 1 月以降に表れる. そのため, 2011 年中に浸水被害地域で粗出生率が減少したこ

とは, その地域で夫婦の子供に対する需要量が減ったのではなく, 妊娠中の女性が他

地域に移動して出産したことを示している. その後, 浸水地域の粗出生率は 2013 年

に増加, 2014 年に減少と細かく変動している. 2013 年, 2014 年においては浸水被害

のなかった地域でも, 粗出生率は同じように変化をしている.  

 

図 2.2 粗出生率のトレンド比較 

注）粗出生率の時系列推移をグループ毎に示した. 粗出生率は, 厚生労働省『人口動態調査』から取得した出生数（1 月 1 日~12 月 31 日に届け

られた）を出産可能年齢とされる 15~49 歳の女性人口で割って, 出産可能年齢女性 1,000 人当たりの出生数を求めた.  

 

 

                                                   

９出生数と出産可能年齢の女性人口との間に調査時期の不一致がある点については, 補論にて他の指標（合計特

殊出生率）を使った分析も行うことで頑健性を確認した. 
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表 2.1 記述統計量 

変数 観測数 平均値 標準偏差 最小値 最大値 

粗出生率（出産可能年齢女性人口千人あたり） 15,088   38.23565    9.048582  0   166.6667 

浸水の被害世帯割合（％） 520   24.98   23.79233  0.3    82.6 

計測最大震度（度） 5,560    4.696403    0.7123822  3.5     7 

女性人口（0~4 歳）（人） 15,088 1375.933 2094.632  0 17787 

女性人口（5~9 歳）（人） 15,088 1445.907 2133.298  0 17552 

女性人口（10~14 歳）（人） 15,088 1526.886 2206.791  1 18192 

女性人口（15~19 歳）（人） 15,088 1560.286 2222.985  0 18628 

女性人口（20~24 歳）（人） 15,088 1661.471 2556.551  0 26585 

女性人口（25~29 歳）（人） 15,088 1871.447 3038.237  0 37842 

女性人口（30~34 歳）（人） 15,088 2128.673 3443.49  1 41977 

女性人口（35~39 歳）（人） 15,088 2438.628 3902.57  0 41993 

女性人口（40~44 歳）（人） 15,088 2360.047 3754.092  2 41749 

女性人口（45~49 歳）（人） 15,088 2103.969 3208.303  2 36640 

女性人口（50~54 歳）（人） 15,088 2021.532 2890.437  2 29786 

女性人口（55~59 歳）（人） 15,088 2252.681 3132.815  2 28695 

女性人口（60~64 歳）（人） 15,088 2573.15 3609.169  1 29306 

女性人口（65~69 歳）（人） 15,088 2276.191 3244.184  0 26313 

女性人口（70~74 歳）（人） 15,088 2040.316 2848.041  1 23704 

女性人口（75~79 歳）（人） 15,088 1784.809 2395.49  0 19416 

女性人口（80 歳~）（人） 15,088 2935.995 3759.457  0 35997 

合計特殊出生率 3,654    1.445794    0.207513  0.74     2.81 

転出数（人） 14,509 2762.939 4596.661 11 55920 

転入数（人） 15,088 2700.767 4743.914  4 60486 

注：市区町村毎に集計されたデータを用いる. 粗出生率は, 厚生労働省『人口動態調査』から取得した出生数（1 月 1 日~12 月 31 日に届けられた）

を, 出生可能年齢とされる 15~49 歳の女性人口で割って求めた. 女性の年齢階級別人口データは, 総務省『住民基本台帳人口に基づく人口, 人口動

態及び世帯数調査』によって 5 歳階級ごとに市区町村別で集計されている. 『浸水の被害世帯割合』は津波による浸水被害があった地域だけを記述

統計として記載していることに注意されたい. 同様に『計測最大震度』は震度 4 以上（計測震度 3.5 度以上）を計測した地域のみで記述統計を示し

た. また, 合計特殊出生率, 転出数, 転入数は厚生労働省『人口動態調査』から取得した.  

 

右図では強い震度を計測した地域とそうでなかった地域とを比較しているが, やは

り 2013 年, 2014 年に 2 つのグループは似たトレンドを表している. このため, 2013

年, 2014 年の変動は景気変動などをはじめとする, 全国共通のトレンドを含んでい

ると考えられる. このような日本全体に見られる影響は, 処置群と操作群の差をとる

DID 推定法を用いることで取り除かれた.  

(2-1)式で示した, 粗出生率を使うことによるメリットは 2 つある. 一つ目に, 出産

可能年齢の女性人口を使うことで, 高齢化率の高い地域で粗出生率を低く見積もって

しまうというバイアスを取り除くことができる. 今回の震災で甚大な被害をうけた東

北三陸沖には, 高齢化の進んだ農村地域が多く存在する. そのため, 高齢者や男性も

入り混じった総人口のデータで算出した粗出生率ではその値に偏りが生じる. したが
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って, 本研究では出産可能年齢の女性人口を使った粗出生率を算出することで, 女性

の出生行動の変化を明らかにする.  

二つ目に, 震災後の影響を一年ごとに細かく分析できる点である. 粗出生率の算出

に使われた出生数（厚生労働省『人口動態調査』出典）と 5 歳階級別女性人口（総

務省『住民基本台帳人口に基づく人口, 人口動態及び世帯数調査』出典）は毎年計測

されており, かつ一般に公表されたデータであるという点において, 希少な市区町村

データである. そのため, この粗出生率を使うことで, 2011 年に観測される女性の避

難行動や, 震災による出生行動への影響の長さを推定することができる.  

サンプルは 2008 年から 2015 年までの 8 期間で, 全国 1,886 の市区町村データか

らなる. 総サンプル数は, 欠損値を考慮した完備パネルデータにすることで 15,088

となった１０.  

また, 表 2.1 の浸水被害は実際に浸水被害のあった地域のみを, 最大計測震度は震

度 4 以上を計測した地域に限定した記述統計を表している. ただし, これらは震災の

起きた 2011 年のみに計測されるデータであることに注意されたい. 転出数と転入数

（総務省『住民基本台帳に基づく人口, 人口動態及び世帯数に関する調査』出典）, 

合計特殊出生率（厚生労働省『人口動態調査』出典）については, 後の節で頑健性の

確認を行うために使用する.  

 

2.5 モデル 

 

本節では, 推定式で使用したそれぞれの変数について詳述し, さらに本研究の推定

式を基に DID 推定法の持つ特徴について説明する. 本研究ではモデルに DID 推定法

を用いて, 一年毎の変化を推計できるように複数の交差項を並列した. それを(2-2)式

に示した.  

𝑦𝑖𝑡 = 𝛼 + 𝐴𝑖 + ∑ 𝜷𝒕 ∗ 𝑌𝑒𝑎𝑟𝑡

2015

𝑡=2011

∗ 𝐷𝑎𝑚𝑎𝑔𝑒𝑖 + ∑ 𝜷�̃� ∗ 𝑌𝑒𝑎𝑟𝑡

2015

𝑡=2011

+ 𝛄 ∗ 𝑋𝑖𝑡 + 𝑢𝑖𝑡  (2 − 2) 

 

はじめに, 𝑦𝑖𝑡は, ある市区町村 i で t 年に観測された粗出生率であり, 𝛼は定数項, 

𝐴𝑖は市区町村の固定効果である. 𝑌𝑒𝑎𝑟𝑡は時点 t に, 𝐷𝑎𝑚𝑎𝑔𝑒𝑖は市区町村 i に依存した

ダミー変数である. 𝑋𝑖𝑡は 5 歳階級別（0~4 歳, 5~9 歳, 10~14 歳…75~79 歳, 80 歳以

上）の女性人口を表す. 𝑢𝑖𝑡は誤差項である. 以下ではこれらの変数について詳しく述

べる.  

                                                   
１０ 計測された最大震度のデータには, 計測機器の破損等によりデータが欠損している地域が一部で存在する.

そのため, 計測震度を処置区分とした推定では,それらの地域をサンプルから除外している. 
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𝑌𝑒𝑎𝑟𝑡は地震後のある年次 tϵ{2011, 2012, 2013, 2014, 2015}で 1 となるダミー変数

である. つまり, 𝑌𝑒𝑎𝑟2012は 2012 年で 1 を, その他の年で 0 となり, 𝑌𝑒𝑎𝑟2013は 20-

13 年に 1 を, その他の年で 0 になる. 一般的に出生行動を計量分析する際には妊娠

期間を考慮するため, ショック時点よりもおよそ 1 年後を処置後（after）とする. 

しかし, 妊娠期間中の女性の避難行動による地域の出生数の低下も, 被災地に大きな

影響を与えると思われる. その理由として, これらの夫婦が被災地に戻らず安全地域

に留まり続ける可能性が挙げられる. この行動を観察するために, 2011 年も含めた

2011~2015 年を処置後（after）と定義した. さらに, 𝐷𝑎𝑚𝑎𝑔𝑒𝑖は被害のあった地域

で 1 を, 被害のなかった地域で 0 になるダミー変数である. その被害の指標として, 

計測最大震度や津波による浸水被害を受けた世帯割合を用いた.  

次に, これら 2 つのダミー変数を掛け合わせた𝑌𝑒𝑎𝑟𝑡 ∗ 𝐷𝑎𝑚𝑎𝑔𝑒𝑖は, ある t 年に被

害をうけた地域で 1 となり, その他では 0 となる変数である. 例えば, 𝑌𝑒𝑎𝑟2012 ∗ 𝐷𝑎 

𝑚𝑎𝑔𝑒𝑖の係数値𝜷𝟐𝟎𝟏𝟐は, 震災前（2008 年, 2009 年, 2010 年）と比較して 2012 年に, 

被災地とそうでない地域の間で見られる粗出生率の差を表している. この係数値が負

であれば, 被災地ではそうでない地域と比べて, 2012 年に粗出生率が減少したこと

を表す. さらに, この交差項に並列して𝑌𝑒𝑎𝑟2013 ∗ 𝐷𝑎𝑚𝑎𝑔𝑒𝑖,  𝑌𝑒𝑎𝑟2014 ∗ 𝐷𝑎𝑚𝑎𝑔𝑒𝑖を

加えることで, それぞれの時点における被害が粗出生率に与えた影響を見ることがで

きる. したがって, 次節以降の推定結果では, 𝜷𝒕に着目することで, 震災が粗出生率

に及ぼした影響を一年毎に確認する１１.  

また, 5 歳階級別女性人口𝑋𝑖𝑡を回帰式に加えることで, 女性人口が粗出生率に与え

る影響を 5 歳ごとに細かくコントロールする. 例えば 20 代の女性の流出と 40 代の

女性の流出とでは, 同じ数だけ出産可能年齢の女性人口が減少したとしても, 粗出生

率に与える影響が大きく異なると予想される. そのため, 5 歳階級別女性人口を説明

変数に加えることで, 女性の人口構成の変化が粗出生率に与える影響をコントロール

する.  

  

2.6 推定結果 

 

2.6.1 浸水被害で測った推定結果 

 はじめに, 表 2.2 では処置群を『浸水被害地域』とし, 操作群を『浸水被害のなか

った地域』とした. 具体的には, 処置群が『津波による浸水被害を受けた世帯割合が

ゼロではない地域』で, 操作群が『津波による浸水被害を受けた世帯割合がゼロの地

域』である. したがって, 交差項の係数𝜷𝒕は, 津波によって浸水した地域とそうでな

                                                   
１１ 年ダミーである∑ 𝑌𝑒𝑎𝑟𝑡

2015
𝑡=2011 は,DID推定法の性質上必要とされるダミーであるが, それだけでなく操作群

の出生率トレンドをコントロールするという働きもある. 
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い地域を比べて, 震災後の各年における粗出生率の変化を表す. その結果, 表 2.2 の

第(1)列ではすべての交差項（年ダミー×浸水被害地域）が負の値を示しており, こ

のことから震災後に浸水被害地域では粗出生率が減少していることが示された. さら

に, 第(2)列で市区町村の固定効果をコントロールした場合も同じ結果が得られた. し

かし, 2011 年の係数のみが統計的に有意であった. この 2011 年に見られた 1.76 ポ

イントの減少は, 出産可能年齢の女性人口 1,000 人で測ったところ 1.76 人の新生児

が減少したことを示している. より具体的な減少理由は以下のように考えられる.  

前節で述べたように 2011 年（1 月 1 日~12 月 31 日）に誕生した子供は, 10 か月

の妊娠期間を考慮すると, 少なくとも 2011 年 2 月以前に出産の意思決定がなされて

いる. このことから, 2011 年に見られた負の効果は, 妊娠期間中の女性の避難行動に

よるものだと考えられる. また, 2012 年以降においても係数値が負の値を示してい

ることから, 浸水被害地域においては, 震災が粗出生率に負の影響を与えたと考えら

れる. しかしながら, 標準誤差が大きいことから, それらは統計的に有意な差ではな

かった.  

その理由として, 東日本大震災が津波による被害地域だけでなく, もっと広範囲に

影響を与えた可能性が挙げられる. 浸水被害のように生活に支障をきたす程の被害

は, 当然のことながら人々の出生行動に大きな影響を与える. しかし, 東日本大震災

は津波による局所的な被害が甚大であっただけではなく, その地震規模が M9.0 と非

常に大きかったことも特徴的であった. 実際に, 東日本の広範囲でサプライチェーン

の寸断が発生し, 中小企業などを中心に業務への支障をきたした. そうした影響は津

波による壊滅的な被害がない地域でも, 家計の世帯収入を低下させるなどして出生行

動に負の影響を与えると考えられる. つまり, 浸水被害のなかった地域でも震災後に

粗出生率が減少していた可能性が推測される. したがって, 以降では処置群をより広

範囲に設定することで, 震災が粗出生率へ与えた影響の大きさや期間だけでなく, 影

響のあったその範囲も明らかにする.  

また, 第(3)列には放射能汚染地域をサンプルから排除した推定結果を載せた. 本研

究では, 放射能汚染地域を福島第一原子力発電所から半径 80km 圏内と定義した. こ

の操作を用いることで, 放射能汚染が原因で居住が困難になった地域をサンプルから

取り除く. その結果, 放射能汚染による影響が大きかった地域を取り除いても, 2011

年に浸水被害地域で粗出生率が減少していることが明らかとなった. しかし, 失われ

たサンプルには浸水被害地域や大きな地震を計測した地域が多く含まれるため, 結果

の考察には十分な注意が必要である１２.  

                                                   
１２福島第一原子力発電所から半径 80kmは文部科学省における原子力規制庁の『放射性物質の分布状況等調査

による無人ヘリモニタリング』調査の対象地域に指定されている. 放射線の濃度がどの程度大きければ人体に

危険であるかの判別が難しいため, 本研究では政府機関の調査対象地域にあたる,事故現場から半径 80kmを放

射能汚染のある地域とした. 
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表 2.2 浸水被害地域における粗出生率への影響 

 (1) (2) (3) 

変数 DID(OLS) DID(FE) DID(FE) 

       

2011 年*浸水被害地域 -1.487*** -1.762*** -1.667*** 

 (0.481) (0.474) (0.548) 

2012 年*浸水被害地域 -0.278 -0.783 -0.239 

 (0.562) (0.568) (0.540) 

2013 年*浸水被害地域 -0.168 -0.695 -0.522 

 (0.513) (0.503) (0.483) 

2014 年*浸水被害地域 0.659 0.0743 -0.00229 

 (0.616) (0.599) (0.588) 

2015 年*浸水被害地域 0.0626 -0.537 -0.268 

 (0.708) (0.708) (0.693) 

定数項 38.33*** 38.48*** 38.39*** 

 (0.252) (6.667) (6.958) 

    

サンプル数 15,088 15,088 14,616 

決定係数 0.161 0.025 0.025 

市区町村数 1,886 1,886 1,827 

年ダミー（地震後） Yes Yes Yes 

年齢階級別女性人口 Yes Yes Yes 

放射能汚染地域の排除 No No Yes 

市区町村固定効果 No Yes Yes 

括弧内は頑健な標準誤差を表す.   

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1   

注：*, **, ***はそれぞれ 10%, 5%, 1%水準で統計的に有意であることを示す.（）は市

区町村毎にクラスターされた標準誤差である.推定式は各年毎のダミーと, 年齢階級別の

女性人口, 一部では市区町村の固定効果を含む.交差項は年ダミーと浸水被害地域ダミー

から成る.また, 操作群は浸水被害のなかった地域である.第(3)列には福島第一原子力発

電所から半径 80km 圏内の地域をサンプルから取り除いた推定結果を示した. 

 

2.6.2 津波による浸水被害地域周辺の間接的被害 

 津波による浸水被害を受けた地域と地理的に近い地域では, 津波による浸水被害の

間接的な影響を受けた可能性がある. 例えば, 浸水地域に立地していない企業は津波

被害を直接には受けないが, その企業の一部顧客や取引先においては, 津波が壊滅的

なショックを与えることがある. また, サプライチェーンの寸断が発生したことで, 流

通が機能しなくなった地域が広く存在する. そうすると浸水被害地域に立地していな

い企業の収益や, そこで働く社員の給与は減少する１３. これは所得効果を通じて出生

行動を抑制させる可能性があり, 浸水被害地域でなくても起こりうる震災による間接

                                                   
１３ 一方で,企業の倒産や休業による働けない期間には子育ての機会費用が減少し, 子どもの数を増やす可能性

も存在する.ただし,働けなくなったことによる賃金の減少が所得効果を通じて出生行動を抑制させるため, 後

者の影響の方が大きいと思われる. 
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的な影響である. さらに, 被害を目の当たりにした心理的なショックやストレスも

様々な行動に対してネガティブな影響を与えると想定される（Tong et al.(2011)）. 

これらの理由から, 間接的な被害が想定される地域を第二の処置群として定義し, 

浸水被害地域と同様に交差項を並列することでその影響を推定する. そうすること

で, 津波による直接的な影響と間接的な影響との両方を推定できる. 特に津波被害が

甚大であった岩手県・宮城県・福島県に着目し, これら三県のすべての市区町村を

『浸水被害地域』と『浸水被害地域の周辺地域』のどちらかに分類した. つまり, 3

つの県内で津波による浸水被害を受けた世帯割合がゼロであった市区町村を, すべ

て, 『浸水被害地域の周辺地域』と定義した. この地域では, 所得効果や心理的影響

などにより, 少なからず出生行動が震災の影響を受けたと考えられる. その推定結果

を表 2.3 に示した.  

まず第⑴列では直接的被害を受けた浸水被害地域において 2011 年にのみ震災は粗

出生率を減少させており, その減少幅は表 2.2 よりも少し大きい（-1.82）. この係数

値は, 浸水被害地域の周辺地域でも表れうる所得効果や心理的影響等とは別の要因

で, 粗出生率が下がったことを示しており, そのひとつは妊娠女性の避難行動である

と考えられる.  

次に, 浸水被害地域の周辺地域では 2011 年, 2012 年にそれぞれ統計的有意に-1.29, 

-1.09 と負の係数値が表れた. これは直接浸水被害のなかった地域でも, 粗出生率が

減少したことを示している. 一方で, 2013~2015 年には係数値が正になっているが, 

統計的に有意な値ではない. つまり, 浸水被害地域だけではなく, その周辺において

も間接的な被害が粗出生率へ影響を与えていたことが分かった. 浸水被害の周辺地域

では強い地震が計測されており, 女性の避難行動だけでなく, 企業の業務活動への影

響や, 防災支出が増加したこと, 二次災害の主観的被災リスクの増大などが出生行動

を抑制したと考えられる.  

さらに, 第⑵列では浸水被害地域の周辺地域を『浸水被害はなかったが強い揺れを

感じた地域』と『強い揺れも計測しなかった地域』の 2 つに分けた. 図 2.1 の被害規

模マップを参考に, 震度 5 をその閾値とした. そうすることで, 東北 3 県の全市区町

村が, ①浸水被害のあった地域, ②浸水被害はないが大きな揺れがあった地域, ③ど

ちらの被害もなかった地域, に分かれた. ①と②では津波による浸水被害と地震被害

が粗出生率を押し下げる効果が大きいが, ③の地域ではそれが小さい.  

 推定の結果, 浸水被害地域では 2011 年に-1.75 と統計的有意に負の値を示し, 第

(1)列とおおよそ同様の結果が得られた. さらに震度 5 以上を計測した浸水被害地域

の周辺地域では, 2011 年に-1.63, 2012 年に-1.14 と統計的有意に負の値が示された. 

この結果から, 浸水被害地域の周辺地域においても, 特に強い地震のあった市区町村

では震災によって粗出生率が低下したことが明らかとなった. 一方で, 震度が 5 未満  
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表 2.3 浸水被害地域における直接的な被害とその周辺地域の間接的な影響 

  (1)   (2) (3) 

変数 DID(FE)  変数 DID(FE) DID(FE) 

         

2011 年*浸水被害地域 -1.824***  2011 年*浸水被害地域 -1.749*** -1.559*** 

 (0.475)   (0.481) (0.557) 

2012 年*浸水被害地域 -0.830  2012 年*浸水被害地域 -0.646 0.0333 

 (0.570)   (0.581) (0.539) 

2013 年*浸水被害地域 -0.631  2013 年*浸水被害地域 -0.697 -0.568 

 (0.503)   (0.519) (0.502) 

2014 年*浸水被害地域 0.112  2014 年*浸水被害地域 0.0647 -0.0442 

 (0.600)   (0.618) (0.608) 

2015 年*浸水被害地域 -0.491  2015 年*浸水被害地域 -0.784 -0.606 

  (0.711)     (0.719) (0.696) 

2011 年*東北 3 県*浸水

なし 

-1.298**  2011 年*東北 3 県*浸水なし*震度 5

以上 

-1.633*** -0.626 

 (0.556)   (0.538) (0.669) 

2012 年*東北 3 県*浸水

なし 

-1.094*  2012 年*東北 3 県*浸水なし*震度 5

以上 

-1.140* -0.707 

 (0.610)   (0.619) (0.854) 

2013 年*東北 3 県*浸水

なし 

1.048  2013 年*東北 3 県*浸水なし*震度 5

以上 

0.957 0.649 

 (1.008)   (0.877) (0.805) 

2014 年*東北 3 県*浸水

なし 

0.438  2014 年*東北 3 県*浸水なし*震度 5

以上 

0.142 -0.0440 

 (0.797)   (0.674) (0.861) 

2015 年*東北 3 県*浸水

なし 

0.559  2015 年*東北 3 県*浸水なし*震度 5

以上 

-0.0783 -0.166 

  (0.923)     (0.845) (0.801) 

定数項 38.64***  2011 年*東北 3 県*浸水なし*震度 4

以下 

2.191 2.182 

 (6.644)   (2.536) (2.536) 

   2012 年*東北 3 県*浸水なし*震度 4

以下 

-0.696 -0.714 

    (2.398) (2.398) 

   2013 年*東北 3 県*浸水なし*震度 4

以下 

1.802 1.788 

    (6.819) (6.819) 

   2014 年*東北 3 県*浸水なし*震度 4

以下 

3.257 3.242 

    (5.443) (5.443) 

   2015 年*東北 3 県*浸水なし*震度 4

以下 

6.967 6.946 

     (5.025) (5.025) 

   定数項 38.42*** 38.31*** 

    (6.710) (7.027) 

       
サンプル数 15,088  サンプル数 15,040 14,568 

決定係数 0.026  決定係数 0.027 0.026 

市区町村数 1,886  市区町村数 1,880 1,821 

年ダミー（地震後） Yes  年ダミー（地震後） Yes Yes 

年齢階級別女性人口 Yes  年齢階級別女性人口 Yes Yes 

放射能汚染地域の排除 No  放射能汚染地域の排除 No Yes 

市区町村固定効果 Yes  市区町村固定効果 Yes Yes 

括弧内は頑健な標準誤差を表す.     

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1     

注：*,  **,  ***はそれぞれ 10%, 5%, 1%水準で統計的に有意であることを示す. （）は市区町村毎にクラスターされた標準誤差である. 推定式に

は各年毎のダミーと 5 齢階級別の女性人口, 市区町村の固定効果を含む.  

 



21 

 

で浸水被害もなかった地域では, 係数値はおおむね正の値であったが, 統計的に有意

な値ではなかった. したがって, 震災による粗出生率への間接的な影響は, 強い揺れ

を計測した地域で発生しやすいことが示唆される. 次の 2.6.3 節では, 強い揺れを計

測した地域における粗出生率の変化を東北 3 県だけでなく, 日本全体で確認する.  

最後に, 第(3)列で放射能汚染地域を除いた推定結果を示した. すると, これまでと

同様に浸水被害地域では有意に粗出生率に対する負の影響が観察された. しかし, 浸

水被害地域の周辺地域においては統計的に有意な値が得られなかった. ただし, 地震

被害の大きい地域と放射能汚染地域とは重複する範囲が多いため, ここでは地震被害

が大きい地域の大部分がサンプルから取り除かれている. そのため, 地震被害が粗出

生率に及ぼした影響が過小評価されている可能性が高い. 

 

2.6.3 計測震度別で測った推定結果 

東日本大震災の主な被害は津波によるものであり, 地震による揺れ自体は大きな被

害につながっていない. しかし, 第 6.2 節でみたように, 東北地方においては強い地

震の計測された地域で粗出生率が減少した. これは前述したように, 被災による企業

の業務への影響が家計所得を引き下げたことや, 二次災害に備えた防災支出の増加, 

子供を安全に育てる費用の増加などが, 東北地方で発生していたことを示した結果で

ある. そこで, 東北地方以外でも同じように, 強い揺れを計測した地域で震災が粗出

生率を減少させた可能性について検証する. 表 2.4 では, 処置群を『震度 4 以上を計

測した地域』と定義し, 操作群を『震度 3 以下を計測した, もしくは揺れのなかった

地域』と定義して, 日本全体の震度 4 以上を計測した地域における粗出生率への影

響を推定した.  

推定の結果, 第(1)列と第(2)列で, ともに𝜷𝒕は負の値を示し 1％水準で有意であっ

た. つまり, 震災前と比較して震災後の各年で, 強い揺れ（震度 4 以上）が計測され

た地域ではそうでない地域と比較して, 粗出生率が減少したことがわかる. 係数値

は, 最も強い影響が出ている 2012 年と 2015 年で-0.96 を示し, 続いて 2011 年には

およそ-0.94 であった. この減少効果は 2011~2015 年まで続いていることから, 震災

は, 比較的長い期間にわたって粗出生率に影響を及ぼしたことが観察される. したが

って, 一時的な避難による効果だけではなく, 所得の減少や心理的ストレスが震度の

強かった地域において, 中長期にわたって粗出生率を減少させたと推測される.  

このような地震による強い揺れのみを計測した地域では, 津波被害ほどの壊滅的な

物損被害はなく, 多くの地域で被災後も変わりない生活を送っている. しかし, 2.2.1

節で確認したように, 本震後も強い揺れを伴う余震は 2015 年まで断続的に発生して

おり, これは東日本の広い範囲で計測されている. さらに, 原子力発電所の事故も福

島県やその周辺地域に被災のリスクを認知させた. このような二次被害や被災リスク
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の認知が, 所得効果や心理的ストレスを通じて, 出生行動に影響を与えたと考えられ

る.  

 

表 2.4 震度 4以上を計測した地域における粗出生率への影響(震度 3以下の地域との比較) 

  (1) (2) (3) 

変数 DID DID(FE) DID(FE) 

        

2011 年*震度 4 以上 -0.874*** -0.936*** -0.765*** 

 (0.239) (0.235) (0.236) 

2012 年*震度 4 以上 -0.747** -0.957*** -0.842*** 

 (0.294) (0.291) (0.291) 

2013 年*震度 4 以上 -0.373 -0.641** -0.719** 

 (0.293) (0.291) (0.285) 

2014 年*震度 4 以上 -0.374 -0.567** -0.615** 

 (0.296) (0.288) (0.289) 

2015 年*震度 4 以上 -0.708** -0.962*** -0.963*** 

 (0.339) (0.332) (0.325) 

定数項 38.86*** 37.84*** 37.83*** 

 (0.295) (6.688) (6.984) 

    

サンプル数 15,040 15,040 14,568 

決定係数 0.172 0.026 0.026 

市区町村数 1,880 1,880 1,821 

年ダミー（地震後） Yes Yes Yes 

年齢階級別女性人口 Yes Yes Yes 

放射能汚染地域の排除 No No Yes 

市区町村固定効果 No Yes Yes 

括弧内は頑健な標準誤差を表す.   

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1   

注：*,  **,  ***はそれぞれ 10%, 5%, 1%水準で統計的に有意であることを示す.（）は

市区町村毎にクラスターされた標準誤差である.推定式は各年毎のダミーと 5 齢階級別の

女性人口, 一部では市区町村の固定効果を含む.交差項は年ダミーと震度 4 以上を計測し

た地域のダミーから成る.また, 操作群は震度 3 以下であった地域である.第⑶列には福島

第一原子力発電所から半径 80km 圏内の地域をサンプルから取り除いた推定結果を示した. 

 

例えば, 非常食の備蓄や耐震補強などが必要になる場合, 多額の防災に関する支出

が必要になり, 可処分所得が減少する. また, 地震を経験することで, 将来大きな地

震が起きることの主観的期待確率が高くなる可能性がある. その結果, 将来の期待所

得が低くなり, 所得効果を通じて子供に対する需要量を減少させる. また, サプライ

チェーンの寸断などによって企業活動が停止したことが政府の統計から明らかとな

っており, 所得だけでなく都市部への出稼ぎ労働などがあった場合には子供を持つ機



23 

 

会費用が増大する. このような経済的要因が, 大きな被害のない東日本の広い範囲で

出生行動を抑制させた一因であると考えられる１４.  

また, 経済的要因だけでなく心理的要因も出生行動に影響を与えていると思われ

る. 例えば, 被害を目撃したショックや, 止まない余震が本震を再起させることによ

るストレスなども心理的負担を与える. このような理由から, 生活基盤を破壊するよ

うな直接的被害がなくとも, 二次災害のリスク可能性や精神的な負担も出生行動に影

響を及ぼしたと推測される.  

東日本大震災は津波による被害が大きいため, 東北地方の復興や被害に注目しがち

であるが, 出生行動という点においては, むしろ強い揺れを計測した東日本の広範囲

で影響を与えていることが明らかになった. さらに, 震度 4 以上を計測した地域で

は, 震災によって粗出生率が 5 年間も減少し続けたことが分かった. この結果は, 東

日本大震災のような規模の大きい震災が発生すると, 震源付近や津波被害地域による

物理的な被害だけでなく, 日本の 1/3 以上の市区町村で, 人々の行動に影響を与える

ことが示唆されている.  

 次に, 第(3)列で放射能汚染による被害地域を除いた推定結果を示した. 推定値は負

で 2015 年まで継続して統計的に有意であった. つまり, 原発事故による被害をでき

る限り取り除いたとしても粗出生率は有意に減少していることが示された. このこと

から, 地震被害地域では所得効果や, ストレスなどの心理的要因を通じて, 震災が粗

出生率を低下させたことが明らかになった.  

 

2.6.4 浸水被害と地震被害の分離  

これまで, 震度 4 以上が計測されたために, 強い揺れを計測した地域とおいた処置群

の中には, 図 2.1 で確認されるように, 津波による浸水被害を受けた地域も含まれて

いる. そのため, 粗出生率の減少が生活基盤を破壊するほどの直接的な被害をもたら

した浸水（津波）被害によって生じたのか, それとも防災に関する支出や仕事への影

響などをはじめとする, 強い揺れを計測した地域で発生した間接的な被害が影響して

いるのか, という区別がつかない. さらに, これまでの推定結果から明らかとなった

ように, 津波による浸水被害地域と強い揺れを計測した地域では粗出生率に与えた影

響やその期間が異なる. そこで, 本小節では津波による浸水被害地域と強い揺れのみ

を計測した被害地域を区別して推定を行った（表 2.5）. 前小節と同様に処置群を 2

つ用意し, 1 つを『浸水被害地域』と定義し, もうひとつを『浸水被害なし×震度 4

（もしくは 5）以上 の地域』として再び推定を行った. 後者は, 具体的には『津波 

 

                                                   
１４ Becker(1965)は所得が低下すると子供に対する需要量が減少することを示している. 本研究では,それと整

合的な推定結果が得られた. 
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表 2.5 浸水被害と地震被害の並列比較 

  (1) (2) (3) (4) (5) 

変数 DID(FE) DID(FE) DID(FE) DID(FE) DID(FE) 

           

2011 年*浸水被害地域 -1.983*** -1.935*** -1.793*** -1.746*** -2.099*** 

 (0.496) (0.488) (0.571) (0.563) (0.563) 

2012 年*浸水被害地域 -0.946 -0.825 -0.260 -0.143 -0.939 

 (0.605) (0.591) (0.565) (0.551) (0.695) 

2013 年*浸水被害地域 -0.988* -0.908* -0.851 -0.774 -1.011* 

 (0.535) (0.528) (0.519) (0.512) (0.614) 

2014 年*浸水被害地域 -0.202 0.00467 -0.305 -0.100 -0.153 

 (0.634) (0.626) (0.625) (0.617) (0.729) 

2015 年*浸水被害地域 -1.178 -0.978 -0.990 -0.791 -1.156 

  (0.739) (0.728) (0.717) (0.705) (0.838) 

2011 年*浸水被害なし*震度 4

以上 

-0.833***  -0.684***  -0.671** 

 (0.240)  (0.240)  (0.287) 

2012 年*浸水被害なし*震度 4

以上 

-0.958***  -0.887***  -0.878** 

 (0.295)  (0.295)  (0.344) 

2013 年*浸水被害なし*震度 4

以上 

-0.607**  -0.709**  -0.487 

 (0.303)  (0.294)  (0.375) 

2014 年*浸水被害なし*震度 4

以上 

-0.603**  -0.639**  -0.631* 

 (0.295)  (0.296)  (0.354) 

2015 年*浸水被害なし*震度 4

以上 

-0.940***  -0.961***  -0.960** 

  (0.339)  (0.331)  (0.404) 

2011 年*浸水被害なし*震度 5

以上 

 -1.178***  -0.972***  

  (0.228)  (0.221)  

2012 年*浸水被害なし*震度 5

以上 

 -1.058***  -0.970***  

  (0.280)  (0.277)  

2013 年*浸水被害なし*震度 5

以上 

 -0.660**  -0.866***  

  (0.320)  (0.282)  

2014 年*浸水被害なし*震度 5

以上 

 -0.0484  -0.0810  

  (0.303)  (0.299)  

2015 年*浸水被害なし*震度 5

以上 

 -0.631*  -0.670**  

   (0.340)  (0.307)  

定数項 37.79*** 38.00*** 37.74*** 37.91*** 41.91*** 

 (6.739) (6.717) (7.034) (7.023) (7.292) 

      

サンプル数 15,040 15,040 14,568 14,568 13,056 

決定係数 0.026 0.026 0.026 0.026 0.023 

市区町村数 1,880 1,880 1,821 1,821 1,632 

年ダミー（地震後） Yes Yes Yes Yes Yes 

年齢階級別女性人口 Yes Yes Yes Yes Yes 

放射能汚染地域の排除 No No Yes Yes No 

市区町村固定効果 Yes Yes Yes Yes Yes 

括弧内は頑健な標準誤差を表す.     

*** p<0.01f ** p<0.05, * p<0.1      

 
注：*,  **,  ***はそれぞれ 10%, 5%, 1%水準で統計的に有意であることを示す.（）は市区町村毎にクラスターされた標準誤差で

ある.第(3)列と第(4)列には福島第一原子力発電所から半径 80km 圏内の地域をサンプルから取り除いた推定結果を示した.第(5)列に

は, 都市の影響による低い出生率が予想される東京圏（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県）の市区町村をサンプルから除外して推

定を行った. 
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による浸水被害を受けた世帯割合がゼロの地域で, かつ最大震度 4（もしくは 5）以

上の揺れを計測した地域』である.  

 第⑴列では処置群を『浸水被害地域』と『浸水被害なし×震度 4 以上』と定義し, 

それぞれ並列して独立した影響を推定した. 浸水被害は 2011 年で-1.98 と以前より

も小さい値を示し, 1％水準で有意性があった. この係数値は震度が高かったことの

影響をコントロールした浸水被害地域における粗出生率の変化を表している. この結

果は表 2.2 や表 2.3 の津波による浸水被害を処置群とした結果と整合的である. ま

た, 震度 4 以上を計測したが浸水被害のなかった地域では, 2011 年から 2015 年まで

粗出生率に負の影響が観測された. 係数値は-0.96~-0.6 で少なくとも 5％水準で統計

的に有意に示され, 表 2.4 の推定値とおおよそ同じ結果が得られた.  

次に, 第(2)列では処置群を『浸水被害なし×震度 4 以上』に代わって『浸水被害

なし×震度 5 以上』と定義した. その結果, 浸水被害地域では 2011 年に-1.94 だけ

粗出生率が減少しており, 第⑴列と同じ結果が得られた. さらに, 震度 5 以上で浸水

のなかった地域では, 2011~2013 年と 2015 年において粗出生率に負の影響が観測さ

れ, 係数値は-1.18~-0.63 と第⑴列より小さい値を示した.  

結果, 浸水被害が粗出生率に与えた影響は強い震度による影響をコントロールする

ことで, より大きくなることが確認された. ただし, それは 2011 年にのみ統計的有

意に示されることから, 女性の避難行動による影響である. さらに, 強い震度を計測

した地域では津波による浸水被害をコントロールしても, コントロールしない場合の

推定結果と同様の結果が得られた. さらに, 強い震度を計測した地域を震度 5 以上が

計測された地域に置き換えても同様の結果が得られた.  

第⑴列では震度 3 以下が, 第⑵列では震度 4 以下が操作群になっている１５. 第⑴

列の結果は, 震度 4 以上と 3 以下を比較すると, 2015 年まで強い震度が粗出生率に

及ぼした影響が継続していることを示している. 第⑵列の結果は, 震度 5 以上と 4 以

下を比較すると, 強い震度の粗出生率に対する影響は, 2013 年までに留まったこと

を示している. また, 放射能汚染による被害地域をサンプルから除いた推定結果を第

(3)列と第(4)列に表した. 結果は第(1)列や第(2)列と同様であった.  

最後に, 第(5)列には首都圏で低い出生率が予想される東京圏（埼玉県・千葉県・

東京都・神奈川県）の市区町村をサンプルから除外して第(1)列と同様の推定を行っ

た. 東京圏には, 図 2.1 の被害規模マップで確認できるように, 津波による浸水被害

はなかったが震度 4 を計測した市区町村が多く含まれる. もし, これらの地域で都市

特有の出生率に関する減少トレンドがあった場合, 震度 4 以上を計測した地域で見

                                                   
１５ 正しくは, 操作群は『津波被害のない震度 3 以下の地域』と, 『津波被害のない震度 4 以下の地域』であ

る. ただし, 津波被害のあった地域はすべて震度 5 以上を計測している. そのため, 震度 3・4 以下を計測した

地域に, 津波の被害を受けた地域はない. したがって, 操作群はそれぞれ『震度 3 以下の地域』と『震度 4 以下

の地域』である. 
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られた粗出生率の減少効果は, 地震とは関係ない東京圏特有の都市化による効果を含

んでいることになる. 第(5)列ではそれを取り除いた推定結果を示した.  

その結果, 津波による浸水被害地域では, 2011 年に統計的有意に負の値を示し, 第

(1)列よりも小さい値であった. また, 『浸水被害なし×震度 4 以上』と置いた処置

群では, 2013 年と 2014 年において統計的な有意性が不安定になっているが, その他

の年では少なからず粗出生率への負の影響を確認することができた. このことから, 

東京圏において都市化が粗出生率に与える効果を考慮しても, 強い揺れを計測した地

域で震災後に粗出生率が減少したことが明らかとなった.  

 

2.7 人口移動がもたらす粗出生率への影響 

 

  前節までの推定結果から, 震度 4や 5以上を計測した東日本の広い地域では, 震

災後の数年間にわたって粗出生率が減少したことを示した. このような強い揺れを

計測した地域では, 直接的な被害は小さいため, 所得効果や子育て費用の増大によ

って出生行動が抑制されたことが示唆された. 一方で, 津波による浸水被害地域で

は, 2011年にのみ粗出生率の減少が見られた. これはデータの調査時期や懐妊期間

を考慮すると, 女性が安全地域に移動して出産をした効果である可能性が高いと考

えた. したがって, 津波による浸水被害地域では, 粗出生率の減少が人口移動によ

る効果であることがデータの特性上明らかとなっている.  

しかし, 強い揺れを計測した地域における粗出生率の減少が人口移動による影響も

含んでいるということを完全には否定できない. つまり, ここで明らかにしたいこ

とは, 強い揺れを計測した地域における粗出生率の減少効果が, 出生行動を抑制し

たことによるものなのか, または人口移動を原因としているのか, という問題であ

る. そこで, 本節では人々の人口移動について, 住民票に反映される移動とされな

い移動に分けて説明をする.  

 

2.7.1 市区町村間の住民票の異動を伴う人口移動について 

 住民票の異動を伴う転入と転出は, 総務省『住民基本台帳に基づく人口, 人口動態

及び世帯数に関する調査』の人口数を計測したデータに反映されている. そのため, 

本研究の推定式では転入と転出が起きた結果の人口数が反映されている, 同調査の年

齢 5 階級別女性人口を変数として加えることで, 年齢構成の変化が粗出生率に及ぼ

す影響をコントロールしている. しかし, 仮に被説明変数そのものが正しく計測され

ていない場合には, 人口移動による粗出生率への効果が正しくコントロールされてい

るか不確かである. そこで, 震災後に被災地域とそうでない地域を比較して, 転入数

や転出数に統計的な有意差があったかどうかを検証する. 
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表 2.6 社会増減比率を被説明変数とした推定 

  (1) (2) (3) 

変数 DID(FE) DID(FE) DID(FE) 

        

2011 年*浸水被害地域 1.002**   

 (0.429)   

2012 年*浸水被害地域 0.126**   

 (0.0539)   

2013 年*浸水被害地域 0.141*   

 (0.0739)   

2014 年*浸水被害地域 0.153   

 (0.0984)   

2015 年*浸水被害地域 0.0984   

  (0.0842)   

2011 年*震度 4 以上  0.0761*  

  (0.0453)  

2012 年*震度 4 以上  0.00510  

  (0.0114)  

2013 年*震度 4 以上  -0.00120  

  (0.0118)  

2014 年*震度 4 以上  -0.00226  

  (0.0153)  

2015 年*震度 4 以上  -0.0133  

   (0.0148)  

2011 年*震度 5 以上   0.117* 

   (0.0678) 

2012 年*震度 5 以上   -0.00803 

   (0.0138) 

2013 年*震度 5 以上   -0.0172 

   (0.0148) 

2014 年*震度 5 以上   -0.0270 

   (0.0201) 

2015 年*震度 5 以上   -0.0426** 

    (0.0184) 

定数項 0.963*** 0.968*** 0.950*** 

 (0.106) (0.119) (0.120) 

    

サンプル数 12,784 12,736 12,736 

決定係数 0.052 0.008 0.011 

市区町村数 1,598 1,592 1,592 

年ダミー（地震後） Yes Yes Yes 

年齢階級別女性人口 Yes Yes Yes 

放射能汚染地域の排除 No No No 

市区町村固定効果 Yes Yes Yes 

括弧内は頑健な標準誤差を表す.   

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1   

注：*,  **,  ***はそれぞれ 10%, 5%, 1%水準で統計的に有意であることを示す. （）は

市区町村毎にクラスターされた標準誤差である. 被説明変数には転出数と転入数の比をと

った値を使用した.   
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本小節でいう被害地域は『浸水被害地域』と『震度 4 以上を計測した地域』, 

『震度 5 以上を計測した地域』である. 被説明変数を転出数と転入数の比（転出数/

転入数）として, 転出数と転入数のデータを総務省の『住民基本台帳に基づく人口, 

人口動態及び世帯数に関する調査』から引用した. 推定式には, これまでと同様に

2.5 節の(2-2)式を使用する. その推定結果を表 2.6 に示した１６.  

第(1)列には津波による浸水被害地域とそれ以外の地域を比較した. 係数値は正の

値で統計的に有意である. つまり, 津波による浸水被害地域からは 2013 年まで人口

が流出していることを表している. 2.6 節の表 2.3 で示された 2011 年にのみ浸水地域

で粗出生率が減少していた効果は女性の一時的な移動による出生数の減少であるこ

とが改めて確認された. それに加えて, 表 2.6 の推定結果はその女性たちが住民票を

他地域に移動させた可能性も示唆している.  

次に, 第(2)列では震度 4 以上を計測した地域とそれ以外の地域で, 人口移動に有

意差があるかどうかを推定した. その結果, 統計的な有意差はほとんど見られなかっ

た. つまり, 震度の大きい地域（震度 4 以上）では, それ以外の地域と比較して, 統

計的有意な人口流出が平均的には起きていなかった１７. したがって, 2.6 節で見た震

度 4 以上の地域での 2011~2015 年までの粗出生率の減少は, 転入や転出などの人口

移動による効果ではないことが明らかとなった. この推定結果は, 強い震度を計測し

た地域で, 将来所得の不確実性や子育て費用の増大が粗出生率を減少させたという仮

説を支持する１８.  

また, 第(3)列では震度 5 以上を計測した地域と震度 4 以下の地域を比較した. 推

定の結果, 2014 年と 2015 年に被害地域で, 人口流入が有意に増加していることが観

察された. これは, 被害地域から移住していた人々が戻ってきた影響などが考えられ

る. 2014 年と 2015 年では震度 5 以上の地域において, 粗出生率の有意な減少は観察

されていないが, それは人口の流入による影響であるかもしれない. 2.6 節の推定結

果では震度 5 以上の地域において, 2013 年まで継続して粗出生率が減少しており, 

                                                   
１６ 一般的には, 人口の流入や流出を測る指標として社会増減率 (転出者数 − 転入者数)/人口総数 がよく使わ

れる. 前述したように,市区町村単位で集計された人口数に関するデータは総務省の『住民基本台帳に基づく人

口,及び人口動態調査』のみが利用可能である. この人口データは転入数・転出数のデータ（厚生労働省『人口

動態調査』）とは調査期間が一致していない. そのため, 人口の流出・流入の指標として転出数と転入数の比を

使った. 

 
１７ 実際には出産可能年齢の女性人口の変動についても議論すべきである. しかし, 市区町村の人口移動に関す

る細かいデータ公表されておらず, 入手が難しい. 補論では, 出産可能年齢の女性の移動について入手可能なデ

ータの範囲で説明をしている. 

 
１８ 浸水被害地域から震度 4 以上を計測した地域への移動も考えられるが,本小節でいう『震度 4 以上を計測し

た地域』には浸水被害地域も含まれている. そのため,本小節では被害地域を津波による浸水被害を受けた地域

と置くと人口流出が確認されるが, 比較的広範囲にあたる震度 4 以上を計測した地域とすると, 人口の移動は

統計的に有意ではないことが明らかにされた. つまり,浸水被害地域からの人口流出は確認されているが, 震度

4 以上という広い範囲ではその移動が粗出生率に影響を与えるほどの大きさではないということを意味してい

る. 震度 5 以上を計測した地域でも同様のことが言える. 
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表 2.7 社会増減比率を被説明変数とした推定（完備パネルデータ） 

  (1) (2) (3) 

変数 DID(FE) DID(FE) DID(FE) 

        

2011 年*浸水被害地域 1.002**   

 (0.429)   

2012 年*浸水被害地域 0.126**   

 (0.0539)   

2013 年*浸水被害地域 0.141*   

 (0.0739)   

2014 年*浸水被害地域 0.153   

 (0.0984)   

2015 年*浸水被害地域 0.0984   

  (0.0842)   

2011 年*震度 4 以上  0.0761*  

  (0.0453)  

2012 年*震度 4 以上  0.00510  

  (0.0114)  

2013 年*震度 4 以上  -0.00120  

  (0.0118)  

2014 年*震度 4 以上  -0.00226  

  (0.0153)  

2015 年*震度 4 以上  -0.0133  

   (0.0148)  

2011 年*震度 5 以上   0.117* 

   (0.0678) 

2012 年*震度 5 以上   -0.00803 

   (0.0138) 

2013 年*震度 5 以上   -0.0172 

   (0.0148) 

2014 年*震度 5 以上   -0.0270 

   (0.0201) 

2015 年*震度 5 以上   -0.0426** 

    (0.0184) 

定数項 0.963*** 0.968*** 0.950*** 

 (0.106) (0.119) (0.120) 

    

サンプル数 12,784 12,736 12,736 

決定係数 0.052 0.008 0.011 

市区町村数 1,598 1,592 1,592 

年ダミー（地震後） Yes Yes Yes 

年齢階級別女性人口 Yes Yes Yes 

放射能汚染地域の排除 No No No 

市区町村固定効果 Yes Yes Yes 

括弧内は頑健な標準誤差を表す.   

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1   

  注：*, **, ***はそれぞれ 10%,5%,1%水準で統計的に有意であることを示す. （）は市区

町村毎にクラスターされた標準誤差である. 被説明変数には転出数と転入数の比をとった

値を使用した. サンプルを転出数が 08 年~15 年まで連続して計測できている市区町村だ

けに絞って推定を行った.  
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かつ表 2.6 の結果から 2011 年から 2013 年までは震度が 5 以上の地域と 4 以下の

地域間で人口移動に有意差がなかった. したがって, 震度 5 以上の地域で 2013 年ま

で粗出生率が減少した効果は, 人口移動によるものではないことがわかる.  

 次に, 転出数は, 一部市区町村で 2008 年と 2009 年の値が欠損している１９. そこ

で, 表 2.7 には, 転出数を 2008~2015 年まですべて補足できた市区町村のみにサン

プルを絞って推定をした２０. 推定の結果は表 2.6 と同様であった.  

 

2.7.2 一時的な避難などによる計測が困難な人口移動について 

津波や放射能汚染などによる居住が困難な被害地域からは, 一時的に多くの住民が

その他の地域へ移動した. 仮に, それが住民票の移動を伴わない場合には住民票から

人口数のデータを作成している調査（総務省『住民基本台帳に基づく人口, 人口動態

及び世帯数に関する調査』）では補足できない２１. その結果, 住民が避難したことで

居住者のいない地域であるにも関わらず, 推定を行った際に人口の減少が反映できて

いないために, あたかも被災で粗出生率が減少したように推定してしまう可能性があ

る. 以下ではこの問題について議論する.  

 まず, 東日本大震災による避難所生活者の推移について確認する（図 2.3）. 避難

所での生活者はピーク時に 45 万人を超えていたが, その後 1 年以内に大きく減少し

ていった. また, 避難所数の時間的推移を見ると震災直後には 2,182 箇所あったが, 7

ヶ月後には 73 箇所にまで激減している２２. その後, 住居を持たない避難者数 2012

年 4 月 5 日時点で避難所生活者が 330 人, 旅館やホテルに避難している人が 53 人, 

親族や知人宅等に避難している人が 17,060 人であった（表 2.8）. しかし, 住宅等

（公営, 仮設, 民間, 病院含む）に入居済みの避難者は依然多く存在し, 2012 年 4 月

5 日時点で 327,034 人が自宅以外の住居に避難している. さらにその翌年（2013 年

4 月 4 日時点）には避難所生活者が 125 人, 旅館やホテルに避難している人が 0 人, 

                                                   
１９ 市区町村ごとに転出者数の取り扱いが異なっていたことが欠損値を多くさせたのではないかと思われる.以

下は同調査の概要欄から引用した. 『平成 17 年までの本調査においては,転出者をどの時点で住民基本台帳か

ら消除するかについて, 各市区町村で必ずしも取扱いが統一されていなかったが, 平成 18 年 調査から, 「転

出者は転出予定日で住民基本台帳から消除する」という取扱いに統一した. 』（住民基本台帳に基づく人口,人口

動態及び世帯数に関する調査の概要）. 

 
２０ この操作で 288 の市区町村がサンプルから取り除かれた. 一般的に人口移動の影響を操作したいのであれ

ば, これらの変数を説明変数に加えることで対処できる. しかし, この統計データには欠損値が多く, 人口移動

の効果を操作できない市区町村が一部に存在する. そこで, 本稿の推定では,5 歳階級別の女性人口を説明変数

に加えることで人口の増減による粗出生率への効果を捉えた. 

 

２１ 一時的な避難者数が明記された市区町村単位の集計データは公表されていない. また, どの程度の避難者が

住民票を移動させているかも定かではない. 

 

２２内閣府『避難所における良好な生活環境の確保に関する検討会 第 1回 資料 8』 
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親族や知人宅に避難している人が 15,205 人で, 最後に住宅等に入居済みの避難者が

293,727 人であった.  

 

図 2.3 東日本大震災における主に避難所で生活をする避難者数の推移 

出典：内閣府『避難所における良好な生活環境の確保に関する検討会 第 1 回 資料 8』 

 

 

表 2.8 避難者数の推移と内訳 

  

2011 年 

6 月 2 日現在 

2011 年 

7 月 14 日現在 

2011 年 

7 月 28 日現在 

2012 年 

4 月 5 日現在 

2013 年 

4 月 4 日現在 

避難所 

（公民館・学校等） 

41,143 17,798 12,905 330 125 

旅館・ホテル 28,014 22,910 19,918 53 0 

親戚・知人等 32,483 18,214 18,874 17,060 15,205 

住宅等 

（公営,仮設,民間,病院含む） 

22,954 32,630 35,366 327,034 293,727 

出典：以下の報道資料を参考に表を作成した.復興庁『全国の避難者等の数（平成 23 年 7月 28 日現在）』復興庁『全国の避難者等の数（平成 24 年

4 月 5 日現在）』復興庁『全国の避難者等の数（平成 25 年 4 月 4 日現在）』 

 

以上のように, 避難所での生活者は大きく減少している. しかし, 住宅等に入居済

みの避難者は, 地震発生から 2 年が経過した 2013 年においても多く存在する. 以上

（単位：人） 
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の事柄を踏まえると, これらの避難者は, 浸水被害, もしくは放射能汚染による被害

で長期間にわたって自宅での居住が困難な状態にあると推測できる. 彼らが住民票を

異動させていなかった場合には, 住民票を基にした人口数データに避難者の移動が反

映されない. その中でも, 出産可能年齢（15~49 歳）の女性が避難していた場合に

は, 本研究で使用した粗出生率のデータに観測されない偏りが生じることとなる.  

表 2.9 所在都道府県別の避難者等の数（2012年 4月 5日現在） 

出典：復興庁「全国の避難者数の数（平成 24 年 4月 5 日現在）」 

 

 次に, 避難者の移動先を見る（表 2.9）. 2012 年 4 月 5 日時点のおよそ 34.4 万人

の避難者は, そのうちの 292,547 人（約 85%）が東北地方に避難している（宮城県

37%, 福島県 29%, 岩手県 12.4%など）. 次いで, 関東地方に 35,586 人（約 10%）

が避難している. つまり, およそ 95%の避難者が東北地方と関東地方で継続的に避難

生活を送っている. これらのうち, 住民票を移動させていない出産可能年齢の女性が

もたらす, 人口データの偏りは 2 つある.  

一つ目に避難者の居住地（住民票がある地域）で粗出生率が統計データよりも過

小評価される問題である. 住民票を異動させない場合には, 住民票を基にした人口デ

ータでは避難元の放射能汚染地域や津波被害地域で女性が居住を続けていることに

なっている. そのため, 粗出生率の分母に女性人口として加算されたままとなり, 粗

出生率を過小評価してしまう.  
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二つ目に, 避難先では粗出生率を過大に計測している問題がある. 女性が住民票を

異動させなかった場合, 避難先で女性の人口が計測されないため, 粗出生率の分母

（女性人口）には反映されない. しかし, この女性が避難先で子供を出産した場合に

は, 避難先の出生数を増加させる. つまり, 粗出生率の分母（女性人口）が固定のま

ま分子（出生数）を増やす効果があるため, 避難先では震災後に粗出生率を過大に計

測している可能性がある.  

一つ目のデータの偏りは放射能汚染地域を排除した推定で対処が可能である. 前述

したように, 被災から数年経過しても避難者が一定数存在することから, 津波被害や

放射能汚染被害などによる居住が極めて困難な地域から人口が流出したと考えられ

る. 本研究の推定結果には, 福島第一原子力発電所から半径 80km 圏内のサンプルを

排除した結果を記載している. その範囲内には, 津波による浸水被害地域の一部と放

射能汚染地域のサンプルのほぼすべてが含まれる. これらの地域をサンプルから排除

しても, 有意に震災が粗出生率を引き下げることが観察されている.  

二つ目の粗出生率データの偏りは, 現時点では正しくコントロールできていない. 

しかし, このことは, 『被災が出生行動を抑制する』という結論には影響が小さいと

考えられる. なぜなら, 避難者の約 95%が関東地方や東北地方に移動し, これらの地

域では強い地震を計測しているからである. 関東地方や東北地方の避難先で女性の移

動を補足できていないことにより, これら避難先の地域の震災後の粗出生率を過大に

計測していた場合, 強い震度を計測した地域での震災による粗出生率の減少効果は過

小に評価される. しかしながら, 本研究の推定結果では強い震度を計測した地域で粗

出生率が有意に減少したことを表している. したがって, 本研究の結果は, 避難者の

人口流入が粗出生率を過大に計測していたとしても, 震災にはそれを上回る出生行動

の抑制効果があることを示唆している. 以上から, 本研究の推定結果に定性的には影

響はないと考える.  

 

2.8 誤差項の系列相関による推定値の偏り 

 

最後に, DID 推定法を使った分析における誤差項の系列相関がもたらす問題につい

て説明する. この問題は Bertrand et al.(2004)で議論されており, DID 推定法ではそ

のモデルの特性上, 誤差項の系列相関が推定値にバイアスをもたらすことが明らかに

されている. 具体的には, 長期のパネルデータの使用や, 交差項の存在が系列相関を

もたらす要因である. この影響により, 標準誤差を過小に推定し, それによって t 値

は真値よりも大きくなってしまう. その結果, 帰無仮説（𝐻0: 𝛽 = 0）を過剰に棄却す

る. つまり, 本来 x と y の間に因果関係がなくても, 𝐻0が棄却されることで有意な結

果として示されることがある.  
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そこで, Bertrand et al.(2004)では DID 推定法における系列相関を取り除く方法を

いくつか紹介している. その中でも簡単な操作で, かつ系列相関を最も修正できる見

込みのある『処置前後の 2 期間推定』を採用した. これは, 処置の前と後でそれぞれ

個体 i ごとに平均値をとり, 処置前と処置後の 2 期間で推定を行うという方法であ

る. つまり, 震災前である 2008 年~2010 年で市区町村毎に変数の平均値をとり, さ

らに震災後である 2011 年~2015 年でも同様に変数の平均値をとる. そして, 『震災

前』と『震災後』の 2 期間で推定を行うことで, 系列相関による問題を回避する. そ

の推定結果を表 2.10 に示した.  

 

表 2.10 二期間推定（~2015 年） 

  (1) (2) (3) 

変数 DID(FE) DID(FE) DID(FE) 

        

地震後*浸水被害地域 -0.591   

 (0.365)   

地震後*震度 4 以上  -0.740***  

  (0.204)  

地震後*震度 5 以上   -0.697*** 

   (0.210) 

地震後ダミー -0.527*** -0.304 -0.418** 

 (0.165) (0.195) (0.177) 

定数項 31.91*** 30.45*** 30.83*** 

 (2.839) (2.916) (2.891) 

    

サンプル数 3,772 3,760 3,760 

決定係数 0.083 0.087 0.085 

市区町村数 1,886 1,880 1,880 

年齢階級別女性人口 Yes Yes Yes 

市区町村固定効果 Yes Yes Yes 

括弧内は頑健な標準誤差を表す.   

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1   

注：*,  **,  ***はそれぞれ 10%, 5%, 1%水準で統計的に有意であることを示す. 

（）は市区町村毎にクラスターされた標準誤差である. 2008~2015 年のパネルデ

ータを 2 期間で推定する. 震災前である 2008~2010 年で市区町村毎に変数の平均

値をとり, さらに震災後である 2011~2015 年でも同様に変数の平均値をとる. そ

うすることで震災前と震災後という 2 期間で推定を行い, 系列相関による問題を

回避する.  

第⑴列では, 津波による浸水被害を受けた世帯割合を処置区分としており, 推定値

は-0.59 と負の値を示したが統計的に有意ではなかった. 浸水被害地域では 2011 年

にのみ粗出生率の減少が確認されているが, 2015 年までの継続的な粗出生率の減少

は確認されていない. そのため, 2011~2015 年と 2008~2010 年の平均値の比較では, 
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粗出生率において統計的に有意な差がなかったと考えられる. また, 同様に第⑵列で

は震度 4 以上と震度 3 以下の地域を比較し, 第⑶列では震度 5 以上と震度 4 以下の

地域を比較した. その結果, 第⑵列は-0.74, 第⑶列は-0.70 と統計的に有意に負の値

を示した. この結果から, 系列相関を考慮した推定でも強い震度による粗出生率に対

する負の影響が確認できたことで, 本研究の推定結果が頑健であることが示された.  

次に, データの期間を 2013 年までにして, 再び推定を行った. 図 2.2 の時系列推

移で確認したように, 2014 年には処置群と操作群の両方で粗出生率が減少している. 

これは震災による影響ではなく, 景気などによる外生的影響である可能性が高い. そ

こで, データの期間を短くすることでこの影響を取り除いた. その推定結果を表 2.11

に示した. 結果はすべて負の値を示し, 統計的に有意であった. また, 第(1)列の結果

は, 地震後の期間が 2011~2013 年と, 表 2.9 より短期になることで, 浸水被害地域に

おける粗出生率の減少が統計的有意になることを示している.  

 

表 2.11 二期間推定（~2013年） 

  (1) (2) (3) 

変数 DID(FE) DID(FE) DID(FE) 

     

地震後*浸水被害地域 -0.996***   

 (0.376)   

地震後*震度 4 以上  -0.769***  

  (0.209)  

地震後*震度 5 以上   -0.996*** 

   (0.207) 

地震後ダミー -0.0682 0.157 0.0867 

 (0.168) (0.199) (0.182) 

定数項 35.98*** 33.76*** 34.00*** 

 (5.731) (5.820) (5.783) 

    

サンプル数 3,772 3,760 3,760 

決定係数 0.044 0.048 0.049 

市区町村数 1,886 1,880 1,880 

年齢階級別女性人口 Yes Yes Yes 

市区町村固定効果 Yes Yes Yes 

括弧内は頑健な標準誤差を表す.   

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1   

 

  

注：*, **, ***はそれぞれ 10%,5%,1%水準で統計的に有意であることを示す. （）は市

区町村毎にクラスターされた標準誤差である. 系列相関による問題を回避するた

め,2008~2013 年のパネルデータを 2 期間で推定する. 2014 年,2015 年は景気の影響な

どを考慮して取り除いた.  
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2.9 おわりに 

 

本研究では 2011 年に日本で起きた震災の出生率に与えた影響の分析を行った. 被

害のあった地域を処置群, 被害のなかった地域を操作群とそれぞれ定義し, その処置

区分には『津波による浸水被害を受けた世帯割合』と『計測最大震度』の 2 つを採

用した. 2008~2015 年までの市区町村（1,858 地区）パネルデータを使用し, Differe-

nce-in-Differ-ence(DID) 推定法を用いた. その結果, 浸水被害地域では被害のない

地域と比較して, 震災後におよそ 1.56~1.93 だけ粗出生率が減少した. その影響は

2011 年にのみ統計的有意に示されたことから, 妊娠女性の避難行動が浸水地域の粗

出生率を下げたと考えられる. さらに, 浸水被害の周辺地域では間接的な影響がある

と予想されるため, 処置群に浸水被害地域の周辺地域を追加して, DID 推定を行っ

た. すると, それらの周辺地域の中でも, 特に強い地震を計測した地域では 2011 年

と 2012 年に粗出生率が減少した.  

次に, 強い地震が出生行動を抑制させる要因であることを明らかとするために, 日

本全体で強い震度を計測した地域を処置群として推定を行った. その結果, 震度 4 以

上の地域では 2011 年から 2015 年まで連続して, 0.62~0.96 だけ粗出生率が減少し

た. さらに, 震度 5 以上の地域でも震度 4 以下の地域と比較して, 震災直後の 2011

年から 2013 年までの間で 0.6~1.18 だけ粗出生率が減少した.  

さらに, 被災地からの人口移動があった可能性について言及し, 推定結果の頑健性

を確かめた. もし人口移動による影響が正しくコントロールできていなかった場合, 

粗出生率の減少は出生行動の抑制や心理的な影響だけでなく, 人口移動による影響も

含む. そこで, 転入数や転出数, 復興庁の避難者数に関するデータを用いた統計・計

量分析を行った. その結果, 人口移動による粗出生率への影響は, 本研究の推定結果

に定性的には影響がないことが分かった. 最後に, 系列相関の問題について議論する

ことで本章の推定結果の頑健性を確かめた.  

本研究は頻発する自然災害が日本の少子化にどれだけの影響をもたらすかを定量

的に分析した研究である. その地形の特性上, 地震や津波, 台風, 火山噴火など自然

災害の頻発する日本において, 自然災害が人々にもたらす様々な影響を知ることは重

要である. さらに, 大規模な被害を受けた岩手・宮城・福島県には少子化の深刻な過

疎地域が多く存在する. このような地域のインフラを破壊するほどの震災被害は被災

地域の人口動態を大きく変化させると考えられる.  

推定の結果では強い地震を計測した地域で, 数年間にわたって出生行動が抑制され

たことを示した. 一方で大規模な被害のあった浸水地域では, それらは観察されてい

ない. したがって, 直接的な被害よりも将来所得の不確実性や子育て環境の悪化など

の間接的要因が出生行動を妨げる主な要因であると考える. 東日本大震災では最も被
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害の大きかった東北 3 県が注目されがちであるが, 出生行動という観点においては

むしろ東日本全体において影響を与えている. 東日本大震災のような大規模の自然災

害には, 建物の崩壊のような直接的な被害も大きいが, 広範囲の地域にわたって, 粗

出生率の低下のような長引く間接的な影響もあり, その対策も重要であることが示さ

れた.  

本研究では, 被害地域とそうでない地域とを計測最大震度と浸水被害を用いて区分

した. しかし, これらは疑似的な被害尺度であるため, より正確な被害規模を明らか

にするためには実際の被害指標などを使って処置群と操作群を分けることが必要で

ある. そのほかにも, どの属性の人に最も影響が大きいか（例:子供の有無など）や, 

放射能汚染が出生行動に与えた影響なども分析する必要がある. これらはデータの入

手方法なども含めて今後の課題である.  

  

 

2.10 補論 

 

2.10.1 東日本大震災の所得への影響について 

 本章では, 被災や二次災害が所得を減少させることで, 所得効果を通じて出生行動

が抑制される可能性があると述べた. 以下では, 人々の収入源である仕事への影響に

着目した政府機関の調査結果を示す.  

 図 2.4 では, 内閣府が企業を対象に行った東日本大震災による業務への支障時間の

調査結果を表した. 上図は重要な業務が停止したと回答した大企業および中小企業

437 社を対象とした結果で, 下図は調査対象のすべてのサンプルを使用した結果であ

る. 調査の結果, 一週間以内と比較的早く業務を再開できた企業は, 全体のおよそ

40％程度であった. 次に, 数週間~1 か月かかった企業が 31~44%であった. さらに, 

作業の復旧までに数か月を要した企業も 20%弱存在する. この結果から, 東日本大震

災が企業活動に支障を与え, 結果として, 従業員の給与や個人営業主の報酬は減少し

たと推測できる.  

図 2.5 では, 東日本大震災が原因で離職した人が, 再就職に要した期間を表してい

る. 半数は 2 か月以内に再就職をした. 一方で, 残りの半数はそれ以上の期間を要し

た. 再就職にかかる時間が長いほど所得が減少する幅は大きいであろう.  

 

2.10.2 粗出生率の算出方法と使用するデータについて 

 本章では, 被説明変数に粗出生率を用いて分析を行った. それは 15~49 歳の女性

人口（出産可能年齢女性人口）1,000 人あたりの出生数と定義されている. 具体的な

計算式は下記に示したとおりである. それぞれのデータについては, 女性の年齢別 
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図 2.4 東日本大震災発生後, 重要な業務の再開までに要した時間（2011年 11月時点） 

出典：東北大学災害科学国際研究所 災害統計グローバルセンター 東日本大震災関連統計データベース（内閣府『企業の事業継続の取組に関する実

態調査―過去からの推移と東日本大震災の事業継続への影響―』を基に修正・加工されている. ） 

図 2.5 東日本大震災による離職から再就職に至った人における就職に要した時間 

出典：東北大学災害科学国際研究所 災害統計グローバルセンター 東日本大震災関連統計データベースを参考に, 加工・修正を行った. なお, この

結果は, 内閣府『インターネットによる家計行動に関する考査』によって調査されたものである.  

 

人口を総務省の『住民基本台帳に基づく人口, 人口動態及び世帯数に関する調査』か

ら, 出生数を厚生労働省の『人口動態調査』から引用している. しかし, これらは異

なる調査であるため, 下記の粗出生率の算出方法では調査時期が合致していない. 具

体的には, 出生数（人口動態調査）が暦年（1 月 1 日~12 月 31 日）であるのに対し

て, 5 歳階級別女性人口（住民基本台帳に基づく人口, 人口動態及び世帯数に関する

調査）では 4 月 1 日~3 月 31 日の年度調査である. ただし, 2014 年以降に『住民基

本台帳に基づく人口, 人口動態及び世帯数に関する調査』では調査期間が暦年（1 月

0～2ヵ月

47%

3～5ヵ月

17%

6～8ヵ月

24%

9～11ヵ月

12%
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1 日~12 月 31 日）に切り替わった. そのため, 2013 年以前においては粗出生率の分

子と分母で調査期間が一致していない. そこで, 以下ではその他の使用可能なデータ

について説明する.  

 

粗出生率 =
出生数(1 月 1 日~12 月 31 日)

15~49 歳の女性人口
× 1,000 

 

日本では, 公表されている市区町村単位の集計データは数が少ないため, 分析にお

いて最適なデータを入手することが困難である. まず, 出生数は厚生労働省『人口動

態調査』でのみ公表されているため, 代替的なデータを入手することが難しい. 次

に, 人口総数に関するデータは総務省『住民基本台帳に基づく人口, 人口動態及び世

帯数に関する調査』と総務省『国勢調査』の 2 つが公表されている. しかし, 『国勢

調査』は 5 年に 1 度しか調査が行われないという欠点を持つ. そのため, 一年毎に短

期的な影響を分析したい本研究では, 連続した人口データが集計されている『住民基

本台帳に基づく人口, 人口動態及び世帯数に関する調査』を粗出生率の分母に採用し

た. そこで, 本章の結果の頑健性を検証するため, 粗出生率の代わりに合計特出生率

を使って, 震災と出生行動の関係性を検証してみた.  

表 2.12 では, 被説明変数に合計特殊出生率を用いた推定を表した. 合計特殊出生

率（厚生労働省『人口動態調査』出典）のデータは下記のように算出されている. 分

子には本研究と同様に, 厚生労働省『人口動態調査』の出生数を用いてい 

 

合計特殊出生 = {
(t − 2)年 1 月 1 日~(t + 2)年 12 月 31 日の母の年齢階級別出生数

 

t 年 10 月 1 日現在の年齢階級別女性人口 × 5
× 5} 

15~19 歳から 45~49 歳までの各 5 歳階級の合計 

 

る. 分母には 10 月 1 日時点の総務省『国勢調査』で集計された女性人口を使って, 

合計特殊出生率が算出されている. そのため, これまで使用していた人口データとは

集計時期が異なる. だだし, 市区町村ごとに集計される合計特殊出生率のデータは, 5

年に 1 度しか算出されていない. そのため, ここでは 2003~2007 年と 2008~2012 年

の 2 期間で DID 推定法を行った（表 2.12）２３. その結果, 第⑴列~第⑶列のすべて

において, 有意に合計特殊出生率が減少したことが明らかとなった. つまり, 2008~ 

                                                   
２３ 5 年の調査期間のうち中央値を t 年と置いて合計特殊出生率の計算式を明記している.つまり,調査期間が t-2

年~t+2 年の合計特殊出生率は,t 年の国勢調査の人口データを基準に 5 年間の出生確率が算出される. 
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2012 年には 2003~2007 年と比較して, 被災地で有意に合計特殊出生率が減少した

ことを示している. したがって, 粗出生率を合計特殊出生率に変えて推定を行って

も, 本章と同様の結論を得ることができた.  

 

表 2.12 合計特殊出生率を被説明変数とした推定 

  (1) (2) (3) 

変数 DID(FE) DID(FE) DID(FE) 

        

地震後*浸水被害地域 -

0.0613*** 

  

 (0.0119)   

地震後*震度 4 以上  -

0.0459*** 

 

  (0.00416)  

地震後*震度 5 以上   -

0.0470*** 
   (0.00470) 

地震後ダミー 0.0563*** 0.0712*** 0.0653*** 

 (0.00214) (0.00266) (0.00240) 

定数項 1.419*** 1.419*** 1.419*** 

 (0.00105) (0.00103) (0.00103) 

    

サンプル数 3,654 3,642 3,642 

決定係数 0.276 0.311 0.302 

市区町村数 1,827 1,821 1,821 

市区町村固定効果 Yes Yes Yes 

括弧内は頑健な標準誤差を表す.   

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1   

注：*,  **,  ***はそれぞれ 10%, 5%, 1%水準で統計的に有意であることを示す. （）

は市区町村毎にクラスターされた標準誤差である. 被説明変数には合計特殊出生率

（厚生労働省『人口動態調査』出典）を使用した. データは 2 期間で構成されており, 

2003~2007 年と 2008~2012 年のそれぞれ 5年間で 1 期間となっている.  

 

2.10.3 出産可能年齢の女性の移動について 

 本章の 2.7 節では, 総人口の移動について強い揺れを計測した地域とそうでない地

域を比較して, 統計的な有意差がないことを説明した. しかし, 本章では出産可能年

齢の女性人口を基に粗出生率を算出している. そのため, より正確には出産可能年齢

の女性の移動に着目するべきである. しかし, 市区町村単位で集計された, 年齢別の

人口移動に関するデータは公表されていない. そのため, 本節では代替可能なデータ

を用いて女性の人口移動について説明する.  

図 2.6 には年齢別に都道府県間の人口移動者数を示している. 平成 22 年（2010

年）と平成 23 年（2011 年）, 平成 24 年（2012 年）の 3 年間の推移を年齢別に表

した. 移動者数は 20 代, 30 代で震災前から多い傾向にあり, 年齢が高くなるほど移

動者数は減っている. つまり, 本章の 2.7 節で見た転入数や転出数のデータは, その
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多くが, より流動的な若年層の人口移動からなることが分かる. したがって, 総人口

で見た人口移動の傾向は, 20 代や 30 代にあたる若年人口の移動傾向と似ていること

が推測される. さらに, 図 2.6 の 3 年間の時系列変化を見ると, どの年齢でも比較的

似た傾向にあり, 20 代~40 代特有の移動傾向というのは確認できない.  

 

 

図 2.6 年齢 5歳階級別都道府県間移動者数（平成 22 年~平成 24 年） 

出典：総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告平成 24 年度結果－全国結果と岩手県,  宮城県及び福島県の人口移動の状況－』（図 2 年齢 5 歳階

級別都道府県間移動者数（平成 22 年~平成 24 年）） 

 

図 2.7 出産可能年齢の女性人口（対数値）のトレンド 

注：出産可能年齢の女性人口の対数値を計測震度別にグラフに表した. 出産可能年齢とは 15~49 歳を指す. データは, 総務省『住民基本台帳人口

に基づく人口, 人口動態及び世帯数調査』の 5 歳階級別の人口データを使用した.  
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さらに, 図 2.7 では市区町村単位に集計された, 5 歳階級別女性人口データ（総務

省『住民基本台帳人口に基づく人口, 人口動態及び世帯数調査』出典）から算出し

た, 出産可能年齢の女性人口の推移を表した. 図 2.7 では, 震度 4 以上を計測した地

域とそれ以外の地域を比較しており, 共通の減少トレンドを持つことが分かる. した

がって, 出産可能年齢の女性だけが統計的に有意に地震被害地域から移動していると

いう可能性は低いと思われる. また, 住民票の異動を伴わない人口移動についても同

様に, 総人口の移動傾向によって, 出産可能年齢の女性人口の移動傾向も説明ができ

ると推測される.  

 

2.10.4 被災による精神的ストレスと死産数について 

本章の 2.6 節では, 強い揺れを計測した地域で粗出生率が減少した理由として, 出

生行動の抑制が主要因であるとしつつ, 精神的なストレスが母体や女性に影響を与え

た可能性についても言及した. しかし, 精神的な事柄を要因とした出生数の減少を定

量的に明らかにすることは困難であるため, 本章においてはその可能性を示唆するま

でに留まった. 一方で, Neugebauer et al.(1996)や Tong et al.(2011)では, 被災によ

るストレスが流産や早産を引き起こすことが明らかとなっている.  

そこで本節では, 出生数の総量に影響を与えると思われる死産数が被災地で増加し

たかどうかについて, 使用可能なデータの範囲で検証をする. ただし, 市区町村単位

で集計された死産や流産に関するデータは公表されておらず, 入手が困難であったた

め, 本節では都道府県単位で集計された死産数（厚生労働省『人口動態調査』出典）

のデータを用いた.  

まず, 図 2.8 と図 2.9 では死産数と出生数の比を時系列で比較した. 図 2.8 には, 

津波による浸水被害が深刻であった岩手県・宮城県・福島県とその他の 44 都道府県

を比較した. そうすると, 2012 年には出生数で測った死産数が増加しているが, 震災

以前から複雑なトレンドがあるため比較が難しい. また, 浸水被害は三陸沖の市区町

村でのみ確認されているため, 3 県のほとんどの地域では浸水被害がない. そのため, 

都道府県単位で比較をした場合には, 浸水被害が死産数に与えた影響がはっきりとは

分からなかった.  

次に, 図 2.9 では震度 4 以上を計測した地域が多かった東北地方（新潟県を除く）

と関東地方を, その他の地域と比較した. その結果, 2 つのグループは震災前に比較

的似たトレンドを持っており, さらに東北・関東地方の方が値は小さい傾向にあっ

た. しかし, 2012 年, 2013 年では死産数と出生数の比率が上昇し, その他の地域より

も大きい値を示した. その後, 2014 年にはその他の地域と同水準に戻った. したがっ

て, 2012 年と 2013 年には強い揺れの計測した地域で死産数が増加している可能性が

高い.  
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図 2.8 死産数と出生数の比率（東北 3県とその他 44都道府県の比較） 

注：死産数を出生数で割った値の推移を見る. 死産数と出生数はどちらも厚生労働省『人口動態調査』で都道府県ごとに集計されているデータを使

用した. 津波による浸水被害が強く確認された岩手県・宮城県・福島県と, それ以外の地域を比較した.  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.9 死産数と出生数の比率（地震被害地域とその他の地域との比較） 

注：都道府県ごとに, 死産数を出生数で割った値を算出し, その値について 2 つのグループの比較を行った. 死産数と出生数はどちらも厚生労働省

『人口動態調査』で都道府県ごとに集計されているデータを使用した. 震度 4 以上を計測した市区町村が多く存在する東北地方（新潟県を除く）・

関東地方と, それ以外の地域を比較する.  

 

 しかし, これらの被災地域では震災後に出生数が大幅に減少しているため, 死産数

が増加していなくとも出生数が減少したことで, 比率の値が大きくなる効果も含んで

いる. そこで, 図 2.10 と図 2.11 では, 0~4 歳の人口 1,000 人で測った死産数の値を

比較した２４.  

                                                   
２４ 0~4 歳人口は総務省『住民基本台帳人口に基づく人口,人口動態及び世帯数調査』で都道府県ごとに集計さ

れているデータを用いた. 
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図 2.10 0~4 歳人口で測った死産数（東北 3県とその他 44都道府県の比較） 

注：都道府県ごとに, 0~4 歳の人口 1000 人あたりの死産数を算出し, 2 つのグループを比較した. ここでは, 津波による浸水被害が観測された岩

手県・宮城県・福島県と, それ以外の地域を比較した. 死産数は厚生労働省『人口動態調査』で, 0~4 歳人口は総務省『住民基本台帳人口に基づく

人口, 人口動態及び世帯数調査』で都道府県ごとに集計されているデータを用いた.  

 

図 2.11 0~4 歳人口で測った死産数（地震被害地域とその他の地域との比較） 

注：都道府県ごとに, 0~4 歳の人口 1000 人あたりの死産数を算出し, 2 つのグループを比較した. ここでは, 震度 4 以上を計測した市区町村が多

く存在する東北地方（新潟県を除く）・関東地方と, それ以外の地域を比較した. 死産数は厚生労働省『人口動態調査』で, 0~4 歳人口は総務省

『住民基本台帳人口に基づく人口, 人口動態及び世帯数調査』で都道府県ごとに集計されているデータを用いた.  

 

 図 2.10 の東北 3 県については, 2011 年に値が減少し, 2012, 2013 年では高い水準

を維持している. 2011 年には出生数そのものが大幅に減少しているため, それによっ

て死産数も減少した効果を反映していると思われる. しかし, トレンドが複雑である

ため, 比較が難しい. 一方で図 2.11 では, 2012 年と 2013 年に死産数の割合が増加し

ており, 図 2.9 と同様の結果を示した.  
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 以上から, 少なくとも強い揺れを計測した東北地方や関東地方では, 被災後に死産

の発生率が増加していることが明らかとなった. その理由としては, 出産環境の悪化

や余震などによる精神的なストレスが挙げられる. したがって, 強い揺れを計測した

地域で粗出生率が減少した背景には, 家計の出生行動が抑制されたことによる影響だ

けではなく, 精神的なストレスを感じたことで死産の発生率が増加したことも少なか

らず影響を与えていると推測される. また, 先行研究であるように, 精神的ストレス

は出生行動そのものを抑制させる, もしくは母体に何かしらの悪影響を与える可能性

もある（Mulder et al(2002),  Torche(2011)）. それらを総合的に考慮した結果, 粗

出生率の減少に対する精神的ストレスの寄与度がどのくらいであるかについては, 今

後の課題とする.  
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3. 東日本大震災の津波経験が土地選好へ与えた影響 

に関する実証分析 

 

 

 

3.1 はじめに 

 

 2011 年 3 月 11 日, 東日本大震災が三陸沖で発生した. 最大マグニチュード 9.0 を

計測した東日本大震災は, 近年で最も甚大な被害をもたらした（図 3.1）. 消防庁に

よると, 2018 年 4 月 1 日時点で, 121,995 棟が全壊, 282,939 棟が半壊した. さらに, 

死者は 19,689 人, 行方不明者は 2,563 人を記録した.  

 また, 警視庁の検視結果によると, 死者の約 90%が溺死であり, 死者の 60%は 60

歳以上の高齢者であった. この結果は, 高齢者を中心にほとんどの人々が津波から逃

げ遅れたために死亡したことを示唆している. つまり, 東日本大震災の被害はそのほ

とんどが津波に起因しているのだ.  

 このような津波経験は人々の土地選好を大きく変える可能性がある. ウォーターフ

ロントエリアの開発が盛んであった 2000 年代においては, 主に標高の低い土地や海

からの距離が近い土地が好まれる傾向にあった. しかし, 東日本大震災の津波は標高

の低い土地や海からの距離が近い, いわゆるウォーターフロントエリアにおける津波

の危険性を再認識させた. 本研究の目的は, このような津波経験が人々の土地への選

好をどれだけ変化させたかを測ることである. 特に, 土地の標高と海岸線からの距離

に着目した. そのような土地選好の変化を明らかにするために, 本研究では南海トラ

フ大地震の津波被害が予想される東南海地域に着目した.  

 本研究の主な結果は以下の通りである. 標高の低い土地（特に標高 5~10m）と海

岸線からの距離が近い土地で, 津波経験後に地価が下落した. 一方で, 比較的標高の

高い土地では, 津波経験後に地価が上昇した. この結果は, 東日本大震災の津波経験

後に, 人々が標高の低い土地から高い土地へと選好を変化させたことを示唆してい

る.  

 自然災害が地価や住宅価格に与えた影響に関しては, いくつかの先行研究が存在す

る. Nakanishi (2017)は東日本大震災の影響を, Kawaguchi and Yukutake (2014),  

Ymane et al.(2013) and,  Tanaka and Managi (2016)は, 東日本大震災によって誘

発された 2011 年の福島第一原発事故の影響を, Ferreiraet al.(2018)は 2011 年のオ

クラホマ地震（アメリカ合衆国オクラホマ州）の影響をそれぞれ分析し, 負の影響が  
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出典：内閣府『日本の災害対策』 

図 3.1 自然災害による死者・行方不明者数の推移 

 

あったことを明らかにした. 一方で, J. Beron (1997)は 1989 年のロマ・プリ―タ地

震（アメリカ合衆国カリフォルニア州）が不動産価格に正の影響をもたらしたこと

を明らかにした. また, Sato et al.(2016)では東日本大震災が地価に正の影響と負の

影響の両方があることを述べた.  

 その中でも特に, Nakanishi (2017)は東日本大震災の津波が地価に与えた効果を実

証分析している. その結果, 東日本大震災後に津波に関する情報が更新された都道府

県では, それ以外の都道府県と比較して, 東日本大震災後に地価が減少したことを示

した. Nakanishi (2017)が日本全国の大域的な地価変動を捉えたのに対して, 本研究

では南海トラフ大地震による津波のリスクのある都道府県にのみ着目した. なぜな

ら, 津波経験がもたらした土地選好の変化は, 土地の標高や海岸線からの距離に依存

することが予想され, 都道府県内で一律した変化ではないからである. そのため, 本

研究では, 津波のリスクのある都道府県における土地の標高や海岸線からの距離に応

じた, 人々の土地選好の変化を分析する.  

 本章の構成は以下の通りである. 次節でデータについて説明する. 3.3 節では本研

究で使用した DID/DDD 推定法について説明する. 3.4 節と 3.5 節では推定結果を説

明する. 3.4 節では標高と海岸線からの距離に応じた地価変動の推定結果を, 3.5 節で

は, 津波想定浸水深を考慮に入れた推定結果を, それぞれ述べる. 最後に, 3.6 節は結

論とする.  

 

3.2 データ 
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土地価格には国土交通省『公示地価』を用いた２５. 国土交通省の土地鑑定委員会は, 

住宅地と土地計画エリア内の地点を選び, 2 人以上の不動産鑑定士にこれらの土地評

価を依頼する. 1 年に 1 回, 1𝑚2当たりの適正な地価を公に公表する. 本研究で使用さ

れている地価は不動産鑑定士の評価額であり, 取引価格ではないことに注意が必要で

ある. 後者では, データ上で明示的に捉えることのできない要素を反映しているのに

対して, 前者ではそのような要素を地域や土地特性に沿って標準化している. 本研究

では, そのようなデータ上で明示的にされない要素に焦点を当てていないため, 地価

のデータに前者を採用した.  

 公示地価には, 地価の他にもその土地の特性のさまざまなデータを有している. 例

えば, 土地面積(𝑚2)や, 上水道・下水道・ガスの供給の有無, 最寄り駅からの距離

(m), 土地利用, 容積率などがある. さらに, 建築物のある土地では, その建築物の構

造などのデータも有する. 例えば, 建築物の構造(鉄筋鉄骨コンクリート造, 鉄筋コン

クリート造, スチール造, ブロック造, 木造), 建ぺい率, 階層, 地下の有無などがあ

る.  

 本研究の目的は, 津波経験が人々の土地選好に与えた影響を推定し, それが標高や

海岸線からの距離の違いによってどれだけ変化するかを明らかにすることである. こ

のような土地選好の変化は人々が普段利用していない土地よりも, 利用する土地にお

いて顕著に表れると考える. そこで, 本研究では建築物のある土地に着目し, 建築物

のない土地をデータセットから取り除いた.  

 次に, 標高と海岸線からの距離のデータを公示地価とマッチさせる. 標高は国土地

理院（国土交通省）の地理空間情報ライブラリーから取得した. 海岸線からの距離

は, 地理情報ソフトウェアを用いて計測した.  

 ここで, 3.5 節において追加的に使用するデータについて述べる. 3.5 節では, 津波

想定浸水深のデータを用いて推定を行った. このデータは, 想定される津波の発生に

より, 最大何 m の浸水がどの範囲で発生するかを示したポリゴンデータである. 各

都道府県の自治体によって計測されたこのデータは, 現在では 35 の都道府県におい

て計測されている(http://nlftp.mlit.go.jp/ksj-e/gml/datalist/KsjTmplt-A40-v1_1.ht 

ml)２６. 各地方自治体はこのデータを基にして, 津波に関する地域のハザードマップ

を作成している.  

 3.1 節で述べたように, 東日本は東日本大震災によって甚大なダメージを受けてお

り, 津波経験が人々の土地選好に与えた影響のみを推定することが困難である. そこ

で, 本研究では, 直接被害のなかった西日本地域に着目した.  

                                                   
２５ 参照： http://www.mlit.go.jp/en/totikensangyo/totikensangyo_fr4_000001.html 

２６ 2019 年 5 月時点で,12 の都道府県ではこのデータは使用することができない. 
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出典：内閣府『日本の災害対策』 

図 3.2 最大クラスの地震における震度の最大値の分布図 

 

出典：内閣府『日本の災害対策』 

図 3.3 最大クラスの地震における津波高分布 
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 より具体的には,南海トラフ大地震の津波によって甚大な被害が想定されている, 

和歌山県, 高知県, 三重県, 静岡県に着目した.  

 実際, 地震調査研究推進本部（文部科学省）は 30 年以内に南海トラフ大地震が起

こる可能性を 0.7~0.8 と報告している(https://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/ 

rs_kaiko/k_nankai/,  2019 年 9 月時点). 中央防災会議（内閣府）によると, 南海ト

ラフ大地震による死者は最大で約 323,000 人で, その内の約 230,000 人は津波が原

因で死亡すると想定されている. また, 経済的損失は, 資産ベースで最大約 170 兆円

であり, 生産とサービスの減退による損失が 45 兆円とされている. 図 3.2 は南海ト

ラフ大地震で予想される震度の分布図を示したものである. 図 3.3 は同様に南海トラ

フ大地震で予想される最大津波高の分布図を示したものである. 図が示すように, こ

れらの都道府県では南海トラフ大地震の津波で甚大な被害が想定されている（http:/ 

/www.mlit.go.jp/river/earthquake/en/nankai/index.html）. 

 したがって, これらの都道府県においては, 東日本大震災の津波経験が統計的有意

に人々の土地選好を変化させたと考える. サンプルの期間は 2007~2016 年で, サン

プルは上記の 4 都道府県から 906 地点である. 国土交通省は毎年, 一部の観測地点を

変化させる. そのため, 総サンプルは 9060（906×10）より少ない 9034 になった.  

 

3.3 モデル 

 

 本研究では DID 推定法を用いて, 東日本大震災の津波経験が標高や海岸線からの

距離別にそれぞれの地価にもたらした影響を推定する. そのために, 本研究では 2 つ

の推定モデルを用いた. 1 つ目に, 土地の標高別, もしくは海岸線からの距離別に土

地への影響を推定する. 2 つ目に, 土地の標高と海岸線からの距離の交差項を用いた

推定をする. その理由として, 津波経験が標高の異なるそれぞれの土地に与えた影響

は海岸線からの距離によっても異なると考えられるからである. 例えば, 海岸線から

の距離の近い土地では統計的有意な変化があるのに対して, 海岸線から十分な距離の

ある土地では統計的有意な変化がないことが予想される.  

 被説明変数のln (𝑝𝑖𝑡)は地点iの時点tにおける1𝑚2あたりの地価𝑝𝑖𝑡の対数値である. 

東日本大震災後の時点ダミーを𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟𝑡と置く. 地点iにおける共変量ベクトルを𝑿𝒊𝒕と

し, 線形のトレンド項を𝑇𝑟𝑒𝑛𝑑𝑡と表した. 𝑿𝒊𝒕は地点iの土地と建築物の属性からなる. 

具体的には, 土地面積（𝑚2）, 上水道・下水道・ガスの供給の有無に関するダミー

変数, 最寄り駅からの距離(m), 土地利用ダミー, 容積率, 建築物の構造ダミー (鉄筋

鉄骨コンクリート造, 鉄筋コンクリート造, スチール造, ブロック造, 木造), 建ぺい

率, 階層数, 地下ダミーなどがある. また, 地点iごとの固定効果𝐹𝐸𝑖を説明変数に加
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える. そうすることで, 時間を通じて変化しない観測不可能な地価への影響を取り除

く.  

 1 つ目の推定式では, 土地の標高別, もしくは海岸線からの距離別に, 東日本大震

災の津波経験が地価に与えた影響を推定する. それを(3-1)式に示した.  

 

ln 𝑝𝑖𝑡 = 𝛼 + ∑ 𝛽1𝑗(𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟𝑡 × 𝐼𝑙𝑗𝑖)

𝑗

+ 𝛽2 × 𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟𝑡 + 𝑿𝒊𝒕𝜷𝟑 + 𝑇𝑟𝑒𝑛𝑑𝑡 + 𝑇𝑟𝑒𝑛𝑑𝑡
2 

+𝐹𝐸𝑖 + 𝑒𝑖𝑡  -(3-1) 

 

 𝐼𝑙𝑗𝑖は地点iにおける標高や海岸線からの距離を使った処置ダミーである. ここで, 

処置変数𝑙 = {A, D}であり, A は標高(Altitude)を, D は海岸線からの距離(Distance fr-

om the coast line)をそれぞれ表す. 𝑗は処置変数𝑙ごとのグループを表す. 具体的には, 

𝐼𝐴𝑗𝑖は標高の処置ダミーであり, 標高別にそれぞれ以下のようにグループ化される：

1m 以下 / 1m~2m / 2m~3m / 3m~4m/ 4m~5m / 5m~6m / 6m~7m / 7m~8m / 8m~9 

m / 9m~10m / 10m~15m / 15m~20m / 20m~25m /25m~30m. 𝐼𝐷𝑖
は海岸線からの距

離を使った処置ダミーであり, 海岸線からの距離別にそれぞれ以下のようにグループ

化される：1 km 以内 / 1km~2km / 2km~3km / 3km~4km / 4km~5km / 5km~6km 

/ 6km~7km / 7km~8km / 8km~9km / 9km~10km. 𝛼は定数項で, 𝑒𝑖𝑡は誤差項であ

る. βは推定された係数値であり, 太字表記はベクトルであることを示す. ここで, (3-

1)式の操作群は, 処置変数に𝐼𝐴𝑗𝑖を採用した場合には, 標高 30m 以上の地点となる. 

同様に, 処置変数に𝐼𝐷𝑗𝑖を採用した場合には, 操作群は海岸線からの距離が 10km 以

上の地点となる.  

 ここでの興味の係数値は𝛽1𝑗である. 処置変数に標高を用いた場合（処置ダミーに

𝐼𝐴𝑗𝑖を用いた場合）には, 𝛽1𝑗は標高別に地価の震災前と震災後の差を推定する. 処置

変数に海岸線からの距離を用いた場合（処置ダミーに𝐼𝐷𝑗𝑖を用いた場合）には, 𝛽1𝑗は

海岸線からの距離別に地価の震災前と震災後の差を推定する.  

 1 つ目の推定式では, 土地の標高, もしくは海岸線からの距離のどちらか一方を処

置変数とし, 東日本大震災の津波経験が地価に与えた影響を推定した. しかしなが

ら, 津波による地価への影響は『標高が低く, かつ海岸線からの距離が近い土地』で

最も大きくなることが予想される. 一方で, 標高が低い土地であっても海岸線からの

距離が遠い場合には, そのような地価への影響は小さいことが予想される. そこで, 2

つ目の推定式は, 標高ダミーと海岸線からの距離ダミーの両方を処置変数としてそれ

らの交差項を用いた, いわゆる DDD(Difference-in-Difference-in-Difference)推定法

を使用する.  
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ln 𝑝𝑖𝑡 = 𝛼 + ∑ ∑ 𝛽1𝑗𝑘(𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟𝑡 × 𝐼𝐴𝑗𝑖 × 𝐼𝐷𝑘𝑖)

𝑗𝑘

+ ∑ 𝛽2𝑗(𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟𝑡 × 𝐼𝐴𝑗𝑖)

𝑗

+ ∑ 𝛽3𝑗(𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟𝑡 × 𝐼𝐷𝑗𝑖)

𝑗

 

+𝛽4 × 𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟𝑡 + 𝑿𝒊𝒕𝜷𝟓 + 𝑇𝑟𝑒𝑛𝑑𝑡 + 𝑇𝑟𝑒𝑛𝑑𝑡
2 + 𝐹𝐸𝑖 + 𝑒𝑖𝑡  -(3-2) 

 

 ここで, (3-2)式の操作群は標高 30m 以上でかつ海岸線からの距離が 10km 以上の

地点である. このような地点では, 東日本大震災による津波経験の影響がないと考え

た. (3-2)式では, 処置群のグループにおけるサンプル数を一定数以上確保するために, 

以下のようにグループを区分した. 標高の処置ダミー𝐼𝐴𝑗𝑖では次のように区分した：

5m 以下 / 5m~10m / 10m~20m / 20m~30m. 海岸線からの距離ダミー𝐼𝐷𝑗𝑖では次の

ように区分した：1 km 以内 / 1km~5km / 5km~10km.  

 興味の係数値は𝛽1𝑗𝑘である. 𝛽1𝑗𝑘は標高や海岸線からの距離で決められた, それぞ

れのグループごとの影響を推定する. ここでは, 処置群のグループは 12(4×3)となっ

た.  

 

3.4 推定結果 

 

 表 3.1 と図 3.4 は, (3-1)式で標高ダミーを用いた推定結果を表している. 津波経験

による地価変動を段階的に捉えるために, 標高 30m 以下の処置群は計 14 のグルー

プに区分されている.  

 表 3.1 より, 𝛽1𝑗の推定値は多くが負で, 特に標高 4m~9m では一貫して統計的有意

に負の値を示した. 標高 0m~4m では標高 2m~3m を除いて, 推定値は有意に示され

なかったが, 住宅地として利用されることの多い標高 4m~9m では, 統計的有意に負

の値を示した. この結果から, 東日本大震災の津波経験後に, 人々は低地に対する土

地への評価を下げたと考えられる. また, 標高 10m 以上においては, 推定値は正の

値を示した. しかし, 統計的な有意性は標高 25m~30m においてのみ確認された.  

 図 3.4 ではこれらの結果を簡易的に描写した. 縦軸は推定された係数値で,横軸は

標高である. この図は, 津波リスクのある都道府県に住む人々は津波経験後に低地を

避けて高地を好むようになったことを示唆している.  

 表 3.2 と図 3.5 は(3-1)式で海岸線からの距離ダミーを用いた推定結果を表してい

る. 津波経験による地価変動を段階的に捉えるために, 海岸線からの距離が 10km 以

下のサンプルで構成される処置群は, 計 10 個のグループに区分された.  

 表 3.2 の結果から, 海岸線からの距離が 0km~1km の地点では推定値が統計的有

意に負の値であった. 海岸線からの距離が 1km~7km においては正の値を示したが, 

推定値は統計的に有意ではなかった. 一方で, 海岸線からの距離が 7km~10km では

統計的有意に正の値を示した. この結果から, 東日本大震災の津波経験後に, 人々は
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海岸線からの距離の近い土地の評価を下げて, 遠い土地の評価を上げたことが明らか

となった. 表 3.5 ではこれらの結果を簡易的に描写した. 縦軸は推定された係数値で, 

横軸は海岸線からの距離を表している.  

 

表 3.1 DID 推定法の推定結果（標高と地価） 

  (1) 

変数 DID 

    

after × 標高 1m 以下 -0.117 

 (0.0903) 

after × 標高 1m~2m -0.0389 

 (0.0287) 

after × 標高 2m~3m -0.0684*** 

 (0.0247) 

after × 標高 3m~4m 0.0293 

 (0.0600) 

after × 標高 4m~5m -0.0611** 

 (0.0242) 

after × 標高 5m~6m -0.0479** 

 (0.0190) 

after × 標高 6m~7m -0.0698*** 

 (0.0215) 

after × 標高 7m~8m -0.0574** 

 (0.0232) 

after × 標高 8m~9m -0.0582* 

 (0.0334) 

after × 標高 9m~10m 0.0148 

 (0.0235) 

after × 標高 10m~15m 0.0308 

 (0.0206) 

after × 標高 15m~20m 0.0245 

 (0.0171) 

after × 標高 20m~25m 0.0227* 

 (0.0134) 

after × 標高 25m~30m 0.0514*** 

 (0.0172) 

定数項 12.48*** 

 (1.412) 

  

地点固定効果 Yes 

トレンド項 Yes 

サンプル数 9,034 

決定係数 0.188 

地点数 906 

括弧内は頑健な標準誤差を表す. 

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 
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図 3.4 DID 推定法の推定結果（標高と地価） 

 

 最後に, (3-2)式の推定結果について述べる. 表 3.3 には𝛽1𝑗𝑘の推定値を表した. (3-2)

式の DDD 推定法では, 処置群は標高と海岸線からの距離によって計 12(4×3)のグル

ープに区分されている. したがって, 操作群は標高 30m 以上で, かつ海岸線からの

距離が 10km 以上の地点からなる. 本研究では, これらの地点を津波経験の影響を受

けていない地域と定義した. 

 表 3.3 の結果から, 海岸線から少し離れている土地（5km~10km）であっても, 標

高の低い土地(5m~10m)では地価が下がった. 一方で, 海岸線からの距離が近い土地

(1km~5km)であっても, 標高が比較的高い土地(10m~20m)であれば地価は上昇して

いることが明らかとなった. この結果は, 代替的な土地（標高や海岸線からの距離以

外の利便性などの類似した特性を持つ土地）を人々が選択した結果を反映している

可能性がある. また, 標高が最も低い土地(0m~5m)では統計的に有意でなかったこと

に注意が必要である.  

 (3-1)式と(3-2)式の推定結果は, 東日本大震災の津波経験後に, 人々が標高の低い土

地から標高の高く海から少し離れた土地へと選好をシフトさせたことを示唆してい

る. しかしながら, 最も標高の低い地点の地価は有意に変化していない. その理由の

ひとつとして, このような標高が最も低い土地は住宅地としてよりも, 工業地や商業

地として利用されていることが挙げられる. 一般的に, 商業地や工業地の建物は一般

的な住宅よりも大きく頑丈である. そのため, 住宅地と比較して, 商業地や工業地で

は人々が津波の被害を小さく見積もっている可能性がある. また, もうひとつの理由

として, このような標高の低い土地では東日本大震災の前から津波のリスクが地価に

反映されており, つまり人々は東日本大震災の前から津波のリスクを十分に認知して
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いた可能性がある. そのため, 東日本大震災の前後で地価の変化を推定しても有意な

変化がなかったと考えられる.  

 

表 3.2 DID 推定法の推定結果（海岸線からの距離と地価） 

  (1) 

変数 DID 

    

after × 距離 1km 未満 -0.0728*** 

 (0.0217) 

after × 距離 1km~2km 0.0184 

 (0.0452) 

after × 距離 2km~3km 0.0390 

 (0.0274) 

after × 距離 3km~4km 0.0336 

 (0.0211) 

after × 距離 4km~5km 0.0243 

 (0.0290) 

after × 距離 5km~6km 0.0360 

 (0.0254) 

after × 距離 6km~7km 0.0405 

 (0.0259) 

after × 距離 7km~8km 0.0489** 

 (0.0203) 

after × 距離 8km~9km 0.0600** 

 (0.0277) 

after × 距離 9km~10km 0.0701*** 

 (0.0203) 

定数項 12.63*** 

 (1.442) 

  

地点固定効果 Yes 

トレンド項 Yes 

サンプル数 9,034 

決定係数 0.188 

地点数 906 

括弧内は頑健な標準誤差を表す. 

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 
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図 3.5 DID 推定法の推定結果（海岸線からの距離と地価） 

 

 

表 3.3 DDD 推定法の推定結果  

       

5km~10km 

-0.0709 -0.151*** 0.0616 -0.0333 

(0.0517) (0.0422) (0.0394) (0.0379) 

1km~5km 

-0.0361 -0.0763*** 0.114*** -0.000779 

(0.0354) (0.0241) (0.0385) (0.0334) 

1km 未満 

-0.0767 -0.131** 0.0561 -0.00271 

(0.0536) (0.0620) (0.0586) (0.0924) 

 5m 以下 5m~10m 10m~20m 20m~30m 

 

 

3.5 津波想定浸水深の影響について 

 

 前節で見たように, 南海トラフ大地震による津波被害が予想される都道府県では, 

東日本大震災の津波経験後に, 人々が統計的有意に土地への選好を変化させたことが

明らかとなった. 具体的には, 標高の低い地点では地価が減少したのに対して, 比較

的標高が高く海から離れた地点では地価が上昇した. このような都道府県における東

日本大震災後の有意な地価変動は, 津波被害を避けようとした人々の潜在的な土地選

好を反映している可能性が高い. つまり, 人々にとって標高が津波リスクの代理的な

指標であることが示唆される. ここで, もうひとつの津波リスクに関する指標として

津波想定浸水深を用いる. これは, 南海トラフ大地震による津波で浸水が予想される 

海岸線からの距離 

標高 
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地域を描写したポリゴンデータである. 

 

表 3.4  DID 推定法の推定結果（津波想定浸水深による影響をコントロール） 

     

 (1) (2) (3) (4) 

変数     

     

after -0.0110*** -0.00616 -0.0159 -0.0168 

 (0.00341) (0.00916) (0.0143) (0.0144) 

after × 浸水深 0.3m 以下 -0.0830* -0.0492 -0.0724 -0.0481 

 (0.0455) (0.0336) (0.0496) (0.0336) 

after × 浸水深 0.3m~1m -0.0485 -0.0141 -0.0441 -0.0187 

 (0.0465) (0.0401) (0.0406) (0.0356) 

after × 浸水深 1m~2m -0.0557 -0.0211 -0.0470 -0.0224 

 (0.0383) (0.0394) (0.0323) (0.0345) 

after × 浸水深 2m~5m -0.0765*** -0.0410* -0.0584** -0.0343 

 (0.0210) (0.0232) (0.0223) (0.0225) 

after × 浸水深 5m~10m -0.178*** -0.144*** -0.119*** -0.106*** 

 (0.0294) (0.0371) (0.0320) (0.0348) 

after × 標高 5m 以下  -0.0406  -0.0413 

  (0.0288)  (0.0287) 

after × 標高 5m~10m  -0.0345*  -0.0368** 

  (0.0177)  (0.0179) 

after × 標高 10m~20m  0.0283**  0.0177 

  (0.0137)  (0.0142) 

after × 標高 20m~30m  0.0368***  0.0246** 

  (0.0110)  (0.0103) 

after × 距離 1km 未満   -0.0541** -0.0266 

   (0.0232) (0.0266) 

after × 距離 1km~5km   0.0111 0.0263 

   (0.0239) (0.0193) 

after × 距離 5km~10km   0.0274 0.0269* 

   (0.0182) (0.0161) 

定数項 10.96*** 10.91*** 11.13*** 11.03*** 

 (0.632) (0.563) (0.621) (0.557) 

     

地点固定効果 Yes Yes Yes Yes 

トレンド項 Yes Yes Yes Yes 

サンプル数 7,744 7,744 7,744 7,744 

決定係数 0.621 0.645 0.640 0.656 

地点数 777 777 777 777 

括弧内は頑健な標準誤差を表す.   

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1   
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 予想される浸水被害の大きさ別に, 以下のように区分されている：0.3m 以下/ 0.3- 

m~1m / 1m~2m / 2m~5m / 5m~10m. このポリゴンデータを, これまで使用したデ

ータセットにマッチさせる. このデータは各自治体によって調査され, 現在では 35

都道府県で調査が行われている. 各自治体は調査をした後にその詳細データを一般に

公表するかどうかを選択できる. 和歌山県は調査を行ったものの, 詳細なデータを一

般に公表していない. そのため, 本節では和歌山県を除いた 3 つの都道府県で分析を

行う（総サンプル数は 7,744 となった）.  

 表 3.4 では, 津波想定浸水深の効果をコントロールした上での, 標高ダミーや距離

ダミーが地価に与える影響を推定した. 第(1)列は(3-1)式の DID 推定法の, 標高ダミ

ーや距離ダミーを津波想定浸水深ダミーに置き換えた結果を表している. 第(2)列は

第(1)列の推定式に after×標高ダミー の交差項を追加した推定式で, 第(3)列は第(1)

列の推定式に after×距離ダミー の交差項を追加した推定式である. 第(4)列は, 第

(1)列の推定式に after×標高ダミー と after×距離ダミー の両方を追加した推定式

である.  

 表 3.4から, 東日本大震災の津波経験後に, 津波想定浸水深が 5m~10m の地点で

統計的有意に地価が下がったことが明らかになった. さらに, これまでの結果と同

様に, 標高が相対的に低い地点(5m~10m)で地価が下がり, 相対的に高い地点(10m 

~20m)で地価が上がった. また, 海岸線からの距離による地価への影響は, 第(3)列

においてのみ有意に示された. したがって, 津波想定浸水深による地価への影響を

コントロールしても, これまでと同様の結果が得られた.  

 次に, 津波想定浸水深による地価への影響をコントロールした DDD推定法を試み

る. 具体的には, (3-2)式に after×津波想定浸水深ダミー の交差項を追加する. 

その結果を表 3.5 に表した. その結果は, おおよそ表 3.3と同じであった. 直接的

な津波リスクの指標である津波想定浸水深では東日本大震災後の地価変動の一部を

説明できるに留まった. 一方で, 人々は標高や海岸線からの距離を参考に土地への

選好を決めていることが考えられる. つまり, 津波リスクの代理的な指標として標

高や海岸線からの距離を用いていることを表している. これは 2つの可能性を示唆

している. 一つ目は津波想定浸が正しく津波リスクを計測できており, 人々がそれ

よりも過剰にリスクを認識しているケースである. 二つ目は人々が正しく津波リス

クを評価しており, 津波想定浸水深が津波リスクを過小に見積もっているケースで

ある. 前者では, 各自治体が津波想定浸水深の情報を人々に広く伝える必要がある. 

後者では, 津波想定浸の情報をアップデートする必要がある.  
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表 3.5  DDD 推定法の推定結果（津波想定浸水深による影響をコントロール） 

(a) 𝛽1𝑗𝑘の推定値 

海岸線からの距離 

       

5km~10km 

-0.00113 -0.110*** 0.0782 -0.0314* 

(0.0270) (0.0380) (0.0535) (0.0183) 

1km~5km 

-0.0320 -0.0354** 0.134** -0.0130 

(0.0374) (0.0173) (0.0535) (0.0198) 

1km 未満 

-0.0435 -0.112** 0.0562 -0.207*** 

(0.0459) (0.0541) (0.0668) (0.0450) 

 5m 以下 5m~10m 10m~20m 20m~30m 

 

 

(b) 津波想定浸水震ダミーの処置効果 

  

  (1) 

変数 DDD 

    

after × 浸水深 0.3m 以下 -0.0517 

 (0.0392) 

after × 浸水深 0.3m~1.0m -0.0142 

 (0.0323) 

after × 浸水深 1m~2m -0.0184 

 (0.0334) 

after × 浸水深 2m~5m -0.0388* 

 (0.0227) 

after × 浸水深 5m~10m -0.113*** 

 (0.0311) 

定数項 12.63*** 

 (1.442) 

  

Land FE Yes 

Trend Yes 

Observations 7,744 

R-squared 0.188 

Number of landaddress 777 

括弧内は頑健な標準誤差を表す. 

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 

 

 

標高 
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3.6 おわりに 

 

 本研究は, 南海トラフ大地震による津波被害が予想される都道府県で, 東日本大震

災の津波経験がどのような土地に影響を与えたのかを推定した. ここでは, 標高や海

岸線からの距離に着目した. DID/DDD 推定法を使うことで, 津波経験の前後の比較

を試みた.  

 最初に, 間接的な津波リスクの指標として, 標高と海岸線からの距離に着目した. 

その結果, 比較的標高の低い地点(5m~10m)と海岸線からの距離が近い地点では津波

経験後に地価が下がった. 一方で, 比較的標高が高い地点では津波経験後に地価が上

がった. この結果は, 人々が東日本大震災の津波経験後に標高の低い地点から高い地

点へと土地への選好を変化させたことを示唆している.  

 次に, 津波想定浸水深の処置効果を考慮した推定を行った. その結果, 津波想定浸

水深による地価変動をコントロールしても, 同様の結果が得られた. さらに, 津波想

定浸水深は東日本大震災後の地価変動の一部を説明できるに留まった. 一方で, 人々

は標高や海岸線からの距離を参考に土地への選好を決めていることが示唆された. こ

の結果を受けて, もし人々が津波のリスクを過大に評価しているならば, 地方自治体

は津波浸水想定浸の情報をこれまでよりも広く普及させる必要があるだろう.  

 最後に, 今後の研究では, 実際に人々が土地選好の変化に基づいて移動しているか

どうかを明らかにしたいと考える. つまり, 東日本大震災の津波経験後に, 地価が下

がった土地から, 地価が上がった土地への人口移動が実際にあるかどうかについて議

論したい.  
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